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１章 序 

 

1.1 研究の背景 

1981 年に施行された新耐震設計法以降，建築構造の分野では，建物倒壊を防いで人命を

守るという目的から，地震時における建物の塑性変形に期待する設計が行われてきた．しか

しながら，1995 年の兵庫県南部地震では，建物の継続使用が重要な要件であることが理解

されるようになった．この地震を契機として，地震観測網を充実させることの必要性が議論

され，地震計を用いた新たな計測震度の導入がなされている．地震観測網が充実するにつれ，

地震動特性の解明も飛躍的に進んでいる． 

2011 年の東北地方太平洋沖地震では，東日本の太平洋沖の震源地から遠く離れた地域に

おいても長周期の地震動が観測され，特に関東地域や大阪等の超高層建物には大きな影響

が生じた（例えば Takewaki et al. 2011, Kasai et al. 2013）．また，2016 年の熊本地震では，短

期間の間に震度７の地震動が２回連続して発生し，地震動経験後の建物の安全性の早期診

断が必要となった．このような大地震を経験したあとの建築物の構造的な健全性や損傷度

を評価する構造ヘルスモニタリング技術に関する研究が注目され，システム同定や損傷同

定の技術を応用して建物のモード特性や物理特性の変化を推定する技術の需要が急激に増

大している．また，建物の構造設計においては，実際の構造物と設計段階の構造モデルとの

差を縮める上で，システム同定は重要な役割を果たしている． 

システム同定の分野におけるこれまでの研究としては，初期の頃のものとして，例えば

Hart and Yao 1977（それまでのシステム同定研究を纏めた総説）, Beck and Jennings 1980（地

震動による応答を用いた初期の研究）, Hoshiya and Saito 1984（カルマンフィルターを用い

たもの）, Kozin. and Natke 1986 （確率統計的な視点からの総説）, Şafak 1989（ARX モデル

を用いたもの）をはじめとして, Inman 1989, Agbabian et al. 1991, Koh et al. 1991, Kobori 1993, 

Yao and Natke 1994, Soong and Constantinou 1994, Shinozuka and Ghanem 1995, Ghanem and 

Shinozuka 1995, Hjelmstad et al. 1995, Hjelmstad 1996 などの研究がある．さらに，Doebling et 

al. 1996 の研究は構造ヘルスモニタリングの分野に新しい流れをもたらしたものとして多く

の論文で引用され, Housner et al. 1997 の論文は総説的なものとして多く引用されている．そ

の後も，斎藤 1998（ARX モデルを用いたもの）, Herrmann and Pradlwarter 1998, Juang and Phan 

2001, 濱本・小峯 1998, 濱本ら 2002, 2006, 吉元・三田 2003a, b, Gawronski 2004, Takewaki and 

Nakamura 2005（Udwadia らの同定理論を発展させたもの）, 塩田ら 2006（フィルター理論

に基づくもの）, Adams2007, de Silva 2007, Cheng et al. 2008, 池田 2009, Hernandez-Garcia et al. 

2010a, b, Takewaki et al. 2011 等の研究が行われている．この分野の国際会議としては，世界

構造制御会議が，1994 年以降 4 年ごとに開催されている（Housner et al. 1994, Kobori et al. 

1998, Casciati 2002, Johnson and Smyth 2006, Fujino et al. 2010）．また，最近 10 年以内にも，

益々多くの研究が行われている．これらの中でも，本論文の内容と特に関連の深いものにつ

いては，以降の節でそれらの内容の概要について述べることとする． 
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1.2 関連研究と本論文の目的 

構造物のシステム同定には，大きく分けてモーダルパラメター同定と物理パラメター同

定が存在する．本論文では，構造部材・要素の剛性や減衰係数などを物理パラメターと呼ぶ

ことにする．モーダルパラメター同定については，既に多くの研究がなされ（例えば Hart 

and Yao 1977, Beck and Jennings 1980, Şafak 1989, 1991, Hjelmstad et al. 1995, Hjelmstad 1996），

建物基部と上部（多くの場合頂部）の２点の観測データから固有周期や減衰定数を同定する

手法が確立されている．一方，モード形状の同定では一般に多くの観測データを必要とする．

観測データの内挿等（鈴木・三田 2018，小寺ら 2018）により必要な観測データ数を減じる

ことも可能であるが，観測データの位置の選定や内挿の方法に多くの課題が存在する． 

一方，建物局所の損傷の同定や制振技術の開発においては物理パラメター同定が望まれ

ている．これは，現代制御理論の制御系の設計においては，物理パラメターを用いて表現し

た運動方程式を必要とするということに起因している．物理パラメター同定は局所的な応

答特性の変化等を知る必要があるため多くの観測データを必要とすることや，安定した結

果が得にくいといった欠点が存在し，研究報告はモーダルパラメター同定に比べると少な

い．しかしながら，剛性や減衰係数等の物理パラメターを直接同定できる利点を有している．

モード特性を用いずに物理パラメターを直接同定する方法の多くは，構造物の全層の応答

が同時に計測されている場合を想定しているのに対して，Udwadia ら(1978)は，地動の他に

１層直上（２層床）の建物応答を観測することで，せん断型モデルのすべての剛性と減衰係

数が同定可能となる理論を展開している．中村・竹脇ら(2000)は Udwadia ら(1978)の手法に

基づき，せん断型構造物モデルを対象として，同定対象層の直上直下の加速度応答のみから

層毎に剛性と減衰係数を同定する手法を提案している．せん断型構造物モデルにおいて，

Udwadia ら(1978)の方法を用いない通常のシステム同定法により地震観測結果から特定層の

剛性や減衰係数を同定するには，同定対象層よりも上層のすべての床の加速度と当該層の

層間変位等を観測（あるいは推定）する必要があるのに対して，中村・竹脇ら(2000)は，対

象層の直上直下の加速度応答のみから当該層の剛性と減衰係数を同定する手法を提案して

いる点が特徴的である．また，Takewaki and Nakamura (2010)は，一括最小二乗法を用いて，

時々刻々変化する１次固有周期や減衰定数の変化を追跡する方法を提案している．しかし

ながらこの手法については，同定に用いる振動数領域の関数がノイズの影響を受け易いと

いう問題点が指摘されており，さらに，せん断型構造物モデルはアスペクト比の大きな高層

建物への応用には不向きであるという課題を抱えている．また，システムの特性を直接同定

するという操作を介さずに，実用的観点から，少数の観測情報から建物の地震時応答を予測

する方法もいくつか提案されている（鈴木・三田 2018，小寺ら 2018）． 

前者のノイズの影響に関する課題に対して，前田ら(2011)は ARX モデルを導入し，ARX

パラメターで表現された伝達関数に対して振動数 0 における制約条件を付加することによ

って，より信頼性の高い結果を得る手法を提案している．ARX モデルを用いた同定法に関
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しては，Şafak(1991)が ARX モデルパラメターと固有振動数や減衰定数との間の関係を明ら

かにしているが，前田ら(2011)の手法では，テーラー展開等を有効に利用することにより

ARX モデルパラメターと物理パラメターの関係を直接導いている．また，金城ら(2012)は部

分空間法を用いて，全層の応答加速度が同時に計測可能な場合において，中村・竹脇ら(2000)

の方法の同定精度を向上させることが可能となる振動数の極限操作を伴わない手法を提案

している． 

 他方，せん断型構造物モデルを用いた従来の手法は全体曲げ変形が卓越する高層建物へ

の適用が困難であるという課題に対して，桑原ら(Kuwabara et al. 2013)は曲げせん断型モデ

ルの導入により克服する手法を提案している．この手法では，全体曲げを考慮可能な曲げせ

ん断型モデルに対する同定理論を構築し，水平加速度のみから損傷の検出を可能にしてい

る．しかしながら，物理パラメターを求めるためのシステム同定を行う場合には，せん断剛

性に対する回転剛性の比(SR 剛性比率)を指定する必要があるという問題点が存在する．こ

の課題に対して，南ら(Minami et al. 2013)は SR 剛性比率を指定する必要のない曲げせん断

型モデルの剛性の同定手法を提案している．さらに，高層建物の数点の代表点位置において

地震時の応答が観測された場合を想定して，それぞれの代表点位置に質量を集中させた縮

約曲げせん断型モデルを作成し，対象建物の全体的挙動を評価する手法について検討して

いる． 

 上記の物理パラメター同定手法は、いずれも地震に対する応答データや建物内部に振動

源が存在しない状態の常時微動観測データを使用することを想定している．しかしながら，

地震に対する応答記録を得る機会は限られている(Takewaki et al. 2011, Ikeda et al. 2014a)．ま

た，常時微動の記録ではノイズの影響が大きく同定精度が不安定となることが報告されて

いる(Ikeda et al. 2014b, Fujita et al. 2015)．そこで，比較的容易に得られ，かつ，安定的に同定

が可能な程度に SN（Signal/Noise）比が大きい強制加振による応答データに対して適用可

能な手法の開発が期待される．これに応えるために，吉富ら(2009)は，強制加振を想定して，

建物内部に未知の振動源を有するせん断型モデルに対するシステム同定理論を展開してい

る．さらに，南ら(2013)は，吉富らの手法(2009)を曲げせん断型モデルに拡張している．そ

の手法では，曲げせん断型モデルを用いることにより，アスペクト比の大きな高層建物の高

次の固有振動数の同定精度が従来のせん断型モデルを用いた手法に比べて向上することを

明らかにしている．さらに，応答変位をせん断変形による成分と全体曲げ変形による成分に

分離することが可能であり，高層建物における地震時応答（非構造部材の性能判定に必要な

正味の層間変位，頂部加速度）の予測精度の改善が期待されることを明らかにしている． 

その他の同定手法として，Guo らは構成則誤差最小化の概念に基づく損傷同定法を提案

している(Guo et al. 2018, 2019, Guo 2019)．また，荒木らは，感度に基づくグルーピングと組

合わせ―非線形最適化による骨組構造物の損傷推定法を提案し（荒木ら 2004），鈴木らは，

複数部材損傷時の層剛性低下量における部材損傷寄与分に関する加法性を用いた損傷位置

同定法を提案している（鈴木ら 2018）． 
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 本論文では，偏心を有する立体構造物に対して，床の面内剛性を考慮した線形および非線

形モデルの同定理論を対象としている．それらに関連する既往研究のいくつかを簡潔に紹

介する． 

 

[床の面内剛性を考慮した鉛直構面特性の同定に関する研究] 

 これまでに，床の面内剛性を考慮したシステム同定に関する研究は非常に限定されてい

る．その理由としては，剛床仮定が成立しないことにより，挙動そのものが複雑になること

と，同定するパラメターの数が飛躍的に多くなることが挙げられる（Loss and Frangi 2017, 

Loss et al. 2018）． 

 

[非線形復元力特性の同定に関する研究] 

 これまでに，構造物の非線形復元力特性を同定する研究は 1980 年代からいくつか存在す

る（Toussi and Yao 1983, Cifuentes 1984, Masri et al. 1987, Loh and Chung 1993, Masri et al. 

1993, Kitada 1998, Chassiakos et al. 1998, 来田 2000, Li et al. 2004a, b, Saadat et al. 2004, Zhang 

and Sato 2006, Tasbihgoo et al. 2007, Ikhouance and Rodellar 2007, 池田 2010, Worden and Manson 

2010, Omrani et al. 2012, Brewick et al. 2016, Pelliciari et al. 2018, Wang et al. 2021）．その多く

は，非線形履歴特性の型（タイプ）や数学モデルの形式（Bouc-Wen モデルなど）を指定し，

その範囲でタイプや数学モデルを構成するパラメター等を同定するものである．それに対

して，本研究では，そのような非線形履歴特性の型の指定を必要とせずに，自動的に同定さ

れる． 

 

[Noise の同定への影響に関する研究] 

 システム同定問題において，ノイズの影響は極めて重要であり，理論的，数値解析的，実

験的研究が多数報告されている．一般的な事実として，SN 比が小さくなると同定精度が低

下することが知られている．Yoshitomi and Takewaki (2009a, b)は，中村・竹脇ら(2000)および

Takewaki and Nakamura(2005)の方法に基づき，ノイズがシステム同定の精度等に及ぼす影響

を詳細に検討している．Takewaki and Nakamura(2005)の方法では，中村・竹脇ら(2000)のシ

ステム同定理論において，対象層の直上直下の観測データの中のいずれか一方にのみノイ

ズが存在する場合のノイズ除去の方法を提案していたのに対して，Yoshitomi and Takewaki 

(2009a, b)では，その両者にノイズが存在する場合について，ノイズを除去する方法やノイ

ズレベルを推定する方法を提案している．本論文では，非線形復元力特性の同定においてフ

ーリエ級数展開の手法を導入し，項数指定の操作が結果的にノイズ除去の効果を内包して

いることを明らかにしている． 

 

[捩れ振動を考慮した同定法] 

 濱本・小峯（1998）は，偏心を有する立体構造物モデルについて，固有振動数と固有モー
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ドの物理パラメターに対する感度表現を逆に用いることにより，観測された固有振動数，固

有モードの変化から剛性等の物理パラメターを最小二乗法を用いて見出す方法を提案して

いる．鉛直方向と水平方向の２段階損傷同定手法を提案しており，高次固有振動数や高次固

有モード形が正確に同定されていることが精度の高い損傷同定の必要条件となっている．

斎藤（1998）は，高層建物の捩れ振動を含む観測結果に対して，モード解析型多入力多出力

ARX モデルを用いたシステム同定法を提案している．ARX モデルと建物のモーダルパラメ

ターの間の関係を導くことにより詳細なモーダルパラメター同定が可能であることを示し

ている．Omrani et al. (2012)は，微小振動による立体構造物の剛性・減衰の同定問題を時間

領域データに対する統計的手法を用いて近似的に解いている．しかしながら，地震動などの

データから明快に剛性・減衰を同時に同定する手法とはいえない．鍋島ら（Nabeshima and 

Takewaki 2017, 鍋島 2019）は，同定対象層から最上層までの自由体における力の釣合いに

着目して，物理パラメターの評価式を周波数領域上で構築し，全層同時観測データに基づく

同定手法と，少数の同時観測データに基づく同定手法の 2 種類の手法を提案した．鍋島ら

の手法は，同定に際して時間積分を必要とせず，積分演算に起因した同定精度の低下の可能

性を回避可能である．また，同定に用いるデータの選定を，信頼性の高い低次のモード情報

に基づいて行っているため，観測ノイズに対して安定した特性を有している． 

 

1.3 本論文の構成 

 本論文では，床の面内剛性を考慮した弾性および弾塑性建築構造物の地震観測結果を用

いたシステム同定法を対象とする．扱う偏心を有する骨組構造物モデルは鉛直構面と床面

としての水平構面から構成され，床面の面内剛性が剛と仮定できるモデル（剛床仮定モデル）

においては鉛直構面のみが同定対象となる．それ以外のモデルにおいて，両構面の剛性や減

衰係数を同定することを同時同定と呼ぶ．本論文では以下の点に着目した理論展開および

それに対する数値解析と振動台を用いた物理実験を行う． 

１）剛床仮定が成立する偏心を有する立体構造物モデルの構面別剛性・減衰の同時同定 

（２章） 

２）床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の剛性・減衰同時同定 

（３章） 

３）床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の剛性・減衰同時同定理論

の実験による検証（４章） 

４）床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の非線形復元力特性の同

定（５章） 
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２章 剛床仮定が成立する偏心を有する立体構造物モデルの構面別剛性・減衰

の同時同定 

 

2.1 はじめに 

第 1章でも述べたように，これまでに，モーダルパラメーター同定に比べて物理パラメー

ター同定に関する研究は少ないものの，物理パラメーター同定に関してもいくつかの研究

が行われている．例えば，中村と安井 (1999) は，兵庫県南部地震で被災した鉄骨建物（梁

端破断）について，損傷部分の補強前後の状態での強制加振観測データを用いて，最小二乗

法を用いた直接法を開発している．この手法では多数の測定箇所が必要であり，また 1 次元

のせん断モデルにのみ対応していた．また，中村ら(2000)および Takewaki and Nakamura 

(2005) による研究では，Udwadia et al (1978) による研究に基づき，せん断建物モデルの特

定の階における剛性と減衰係数を当該層の直上・直下層における水平加速度から推定する

手法が提案された．しかし，中村ら(2000)および Takewaki and Nakamura (2005) によって提

案された手法は，応答データのフーリエ変換から構成される関数の振動数ゼロの極限を推

定する必要性から低周波範囲のノイズの影響が大きく，微振動を伴う実際の記録データへ

の適用において困難を伴うことが予想される．このようなノイズ問題は物理パラメーター

同定においてはよく知られており，対処法として ARX モデルを用いた手法（Kuwabara et al. 

(2013)，前田ら (2011)，Minami et al. (2013)）が提案されている．これらの手法は非物理モデ

ルのため，設定パラメーターは構造物の剛性や減衰を直接反映したものではない．そのため

パラメーターと物理量の関連付けが必要となる．その他の物理パラメーター同定に関する

研究については，第 1章を参照されたい． 

本章では，面内剛床を備えた二方向に複数鉛直構面を有する立体構造物を対象として，構

面別物理パラメーターの同定手法を提案する．対象モデルの水平構面は，図 2.1 のように水

平荷重を受けた際に面内に変形しない床（剛床）とし，２方向の複数鉛直構面が一体となり

水平移動および鉛直軸回りの回転移動を行う．このモデルを剛床モデルと称する． 

2.2 節においては，対象となる剛床立体せん断型モデルについて述べる．当該モデルは，

水平２方向に複数の鉛直構面を有するモデルである．それぞれの構面の水平剛性はせん断

モデルとして表現するものとする．次に 2.3 節においては，この剛床立体せん断型モデルの

運動方程式を記述した後，運動方程式を未知同定パラメターを未知数とする式に変換する．

2.4 節では，線形域を対象とした同定問題と，その問題に対する同定アルゴリズムについて

述べる．最後に 2.5 節では，数値例題により提案手法の妥当性と精度を検証する．その数値

例題では，各層の外周が同一形状である多層モデルと，各層の外周形状が異なる多層モデル

を扱い，ノイズのレベルに応じて同定精度がどのような影響を受けるかについて明らかに

する．さらに，ノイズを除去して同定する方法についても言及する． 
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2.2 多層立体せん断モデルにおける同定 

本節では，同定対象を図 2.1(a)に示すような偏心を有する N 層の剛床立体モデルとする．

建物平面には x 軸あるいは y 軸に平行な通りを設定し，y 軸に平行な通りを x 通り，x 軸に

平行な通りを y 通りと呼ぶ．建物の層数を N，x 通り数および y 通り数をそれぞれ 2 とし，

層番号は下層から順に番号付けを行い，一般層を第 i 層 (i=1,…,N)と表す．通り番号は座標

の小さい方から順に番号付けし，x 通り名を xj (j=1,2) ，y 通り名を yl (l=1,2)と表す．モデル

は各層の水平構面は同一形状である必要はなく，x または y 軸に平行な 4 つの壁や骨組等に

相当する鉛直構面が水平構面ごとに独立して構成される．また，i 層目における鉛直構面の

座標は [ 1] [ 2] [ 1] [ 2], , ,x x y y
xi xi yi yir r r r ，重心 iG の座標を ,G G

xi yir r と表す． 

各鉛直構面はせん断モデルとし，剛性 [ 1] [ 2] [ 1] [ 2], , ,y y x x
xi xi yi yik k k k ，減衰係数 [ 1] [ 2] [ 1] [ 2], , ,y y x x

xi xi yi yic c c c から構

成され，剛心位置は各構面の剛性の同定時に決定されるため，既知である必要はない．質量

は図 2.1(b)のように，第 i 層の各鉛直構面の通り ( 1,2), ( 1,2)xj j yl l  の交点位置に質量点

[ , ]xj yl
nm を設定する．本モデルの x 軸に対し角度から地動加速度 gy を入力した際，i 層目の

重心の水平 x 軸並進変位 iu ，y 軸並進変位 iv および垂直軸を中心とした回転角度を i とし，

全自由度は 3N である．第 i 層の第 yl 通り上の構面に平行な x 方向変位を
[ ]yl
iy (l=1,2)，第 xj

通り上の構面に平行な y 方向変位を
[ ]xj
iy (j=1,2)とする．これらの変位は次式で表される． 

[ ] [ ]yl yl
i ii yiy u L    ( 1,2)l   (2.1) 

[ ] [ ]xj xj
i ii xiy v L    ( 1,2)l   (2.2) 

[ ][ ] ( )yl G
yiyi

yl
yiL r r   (2.3) 

[ ][ ] ( )xj G
xixi

xj
xiL r r   (2.4) 

なお，右上添え字の[ ]は通り位置を表すものとする．以下の式展開において，数式表現

の一般化のため，最下層，最上層については厳密には成立しない表現も含まれるが，第 0 層，

第 N+1 層等実際に存在しない自由度や要素は無視するものとする． 

 

 (a) 全体図 (b) 水平構面図 

図 2.1 剛床多層モデル 
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[ 1, 2]x y
nm [ 2, 2]x y

nmi

i

i

i
i

i

i

i

i

i

i i i



13 
 

N N N

2.3 運動方程式 

 図 2.2, 2.3, 2.4 は，それぞれ x, y の並進成分および並進によるモーメントについて示して

いる．質量行列をM，減衰係行列をC，剛性行列をKとすると，重心に作用する x, y 方向

の力のつりあいと重心まわりのモーメントのつりあいを表す運動方程式は次のように表さ

れる． 

gy  My Cy Ky Mr    (2.5) 

ここで，ベクトルrと重心の並進変位と回転からなるベクトル yは次のように表される． 

 cos cos sin sin 0 0
T   r     (2.6) 

 1 1 1
T

N N Nu u v v  y     (2.7) 

また，質量行列Mは，以下のように表される． 

x
y

r

 
 
 
 

0
M

0

m
m

m
 (2.8) 

 1diag , , , ,x y i Nm m m m m    (2.9) 

 1diag , ,r r ri rNm m mm    (2.10) 

第 i 層における質量と慣性モーメントは，次式のように表される． 

2 2
[ , ]

1 1

xj yl
i i

j l

m m
 

 ,
2

[ ] [ , ]

1

yl xj yl
xj i

j

m m


 ,
2

[ ] [ , ]

1

xj xj yl
iyl

l

m m


  (2.11) 

2 2
[ ] [ ] [ ] [ ]

1 1

2 2( ) ( )yl yl xj xj
ri xi yi yi xi

l j

m m mL L
 

    (2.12) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1
xj xj xjxj

y yi yNym m mm    (2.13) 

次に，剛性行列Kは，以下のように表される． 

0
0
xx xr

yy yr

rx ry rr

 
 
 
 

K K
K K K

K K K
 (2.14) 

2 2
[ ] [ ]

1 11

xj yl
ai ai

j l

N

a
i  

 
   

 
 K K K  (2.15) 
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上式の添え字 aは，(2,14)式の , , , , ,xx xr rx yy yr rr より表現される．また， [ ]xj
aiK および [ ]yl

aiK は

構面剛性 aik のみを非零要素とする N N 行列であり， aik は N N 行列の(i-1,i)行，(i-1,i)列

に対応しており，以下のように表される． 

2
[ ]

1

yl
xi

l
xxi k


k T , 

2
[ ] [ ]

1

yl ylT
xi yi

l
xri rxi k


 k k L  (2.16), (2.17) 

2
[ ]

1

xj
yi

j
yyi k


k T , 

2
[ ] [ ]

1

xj xjT
yi xi

j
yri ryi k


 k k L  (2.18), (2.19) 

2 2
[ ] [ ]

1 1

xj yl
rri rri

j l
rri

 
  k k k , (2.20) 

[ ] [ ][ ] yl yl
xi yi

yl
rri kk LL , [ ] [ ][ ] xj xj

yi xi
xj

rri kk LL  (2.21), (2.22) 

1 1
1 1
    

T  (2.23) 

[ ] [ ]
[ ] ( 1)

[ ] [ ]
( 1)

yl yl
yiyl y i

yi yl yl
yiy i

L L

L L




 
 

  
L , [ ]

[ ] [ ]
( 1)

[ ] [ ]
( 1)

xj
xi

xj xj
xix i

xj xj
xix i

L L

L L




 
 
  

L  (2.24), (2.25) 

[ ]
[ ] [ ] [ ]2

( 1) ( 1)
[ ] [ ] [ ] 2

( 1)

( )

( )
yl
yi

yl yl yl
yiy i y i

yl yl yl
yi yiy i

L L L

L L L
 



 
 
  

LL  (2.26) 

[ ]
[ ] [ ] [ ]2

( 1) ( 1)
[ ] [ ] [ ] 2

( 1)

( )

( )
xj
xi

xj xj xj
xix i x i

xj xj xj
xi xix i

L L L

L L L
 



 
 
  

LL  (2.27) 

減衰は剛性比例減衰とし，減衰行列C は以下のように表される． 

2h


  
 

C K  (2.28) 

    
図 2.2 x 方向並進変位と重心周りの回転による x 方向変位 

iu

0

y

x

・
iG

▲

iC

0

y

x

[ 2]y
yir

G
yir

[ 1]y
yir

・

i

[ 2]( )y G
yi yir r

[ 1]( )y G
yi yir r

[ 1]( )y G
yi yi ir r  

[ 2]( )y G
yi yi ir r  

iG
▲

iC
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図 2.3 y 方向並進変位と重心周りの回転による y 方向変位 

 
図 2.4 各並進に対応するモーメント 

 

2.4 システム同定の定式化 

 本節では，質量が既知の剛床立体モデルに対する提案手法の定式化について説明する． 

提案手法の特徴として，剛心位置を指定する必要がなく，運動方程式における両辺の誤差

が最小化されるように，未知数である剛性および減衰係数のベクトルΘ を決定する．この

Θ を次のように設定する． 

[ 1] [ 2] [ 1] [ 2] [ 1] [ 2] [ 1] [ 2] Ty y x x y y x x
x x y y x x y y

  Θ k k k k c c c c  (2.29) 

[ ] [ ] [ ][ ]
1( , , , , )yl yl ylyl

x xi xNxk k kk    (2.30) 

[ ] [ ] [ ][ ]
1( , , , , )xj xj xjxj

y yi yNyk k kk    (2.31) 

[ ] [ ] [ ][ ]
1( , , , , )yl yl ylyl

x xi xNxc c cc    (2.32) 

[ ] [ ] [ ][ ]
1( , , , , )xj xj xjxj

y yi yNyc c cc    (2.33) 

ここで，ある時刻 t における(2.5)式の運動方程式を， ( )tH , ( )tZ ,Θを用いて次式のよう

に変形する． 

( ) ( )t tH Θ Z  (2.34) 

iv

0

y

x

・
▲

nG

iC

・

i

0

y

x
G
xir [ 2]x

xir[ 1]x
xir

[ 2]( )x G
xi xi ir r 

[ 1]( )x G
xi xi ir r 

[ 1]( )x G
xi xir r

[ 2]( )x G
xi xir r
▲

nG

iC

iu・

0

y

x

iG

0

y

x

iv

・
iG

▲▲

0

y

x

[ 2]y
yir

G
yir

[ 1]y
yir

・

n

[ 1]( )y G
yi yi ir r  

[ 2]( )y G
yi yi ir r  

[ 2]( )x G
xi xi ir r 

[ 1]( )x G
xi xi ir r 

1G
▲

[ 2]( )y G
yi yir r

[ 1]( )y G
yi yir r

[ 1]( )x G
xi xir r

[ 2]( )x G
xi xir r

iC
iC iC
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行列 ( )tZ , ( )tH は既知量を用いて次式のように表わされる． 

 ( ) ( ) ( )gt t y t Z M y r   (2.35) 

[ 1] [ 2] [ 1] [ 2]

[ 1] [ 2] [ 1] [ 2]

[ 1] [ 2] [ 1] [ 2] [ 1] [ 2] [ 1] [ 2]
( )

y y y y
x x x x

x x x x
y y y y

y y x x y y x x
r r r r r r r r

t

 
  
  

H H 0 0 H H 0 0
H 0 0 H H 0 0 H H

H H H H H H H H

 
 

   
 (2.36) 

上式における添え字 a は , ,x y r を表し，添え字 b は 1, 2, 1, 2y y x x を表す．また， [ ] ( )b
a tH は小行

列
[ ] ( )b
ai th のみを非零要素とする N N 行列であり， aik は N N 行列の(i-1, i)行，i 列に対応

しており，以下のように表される． 

[ ][ ]( ) ( ) ( )yl
i iyi

yl
xi t t t h Tu L θ  (2.37) 

[ ] [ ]( ) ( ) ( )i i
xj xj

xiyi t t t h Tv L θ  (2.38) 

[ ] [ ][ ]( ) ( ) ( )yl ylT
i iyi yi

yl
ri t t t h L u LL θ  (2.39) 

[ ] [ ] [ ]( ) ( ) ( )T
i i

xj xj xj
xi xiri t t t h L v LL θ  (2.40) 

 1( )( ) ( )
i

i
i

u tt u t
u ,  1( )( ) ( )

i
i

i

v tt v t
v ,  1( )( ) ( )

i
i

i

tt t


θ  (2.41) 

 

(2.34)式はあらゆる時刻において成立すべき式であり，これを満たすΘ を推定する．本問

題設定において，ある時刻おける誤差情報のみでは，条件式数より未知数のパラメーター数

が多く解が不定となる．このため，複数時刻ごとの誤差情報を用いた一括最小二乗法と同様

の手法を用いることで，ある範囲の時間における両辺の誤差の二乗和が最小となるΘ が求

められる．(2.34)式の両辺の誤差は次式のように表される． 
 

( ) ( ) ( )t t t e H Θ Z  (2.42) 

時刻 1t から 2t における誤差 ( )te の二乗和は次式で表される． 

2

1

2

1

( ) ( )

( ) ( ) 2 ( ) ( ) ( ) ( )

t
T

t t
t

T T T T T

t t

E t t

t t t t t t





 

    





e e

Θ H H Θ Θ H Z Z Z

 (2.43) 

 
(2.43)式のΘ に関する極値は次式を満足する． 
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2 2

1 1

2 ( ) ( ) 2 ( ) ( )
t t

T T

t t t t

E
t t t t

 

 
   

   
 H H Θ H Z 0

Θ
 (2.44) 

 

(2.44)式をΘ について解けば，次の同定式が導出できる. 

2 2

1 1

1

( ) ( ) ( ) ( )
t t

T T

t t t t

t t t t



 

   
   
      
 Θ H H H Z  (2.45) 

これより未知係数ベクトルΘ が推定される． 
 

2.5 数値例題 

 本節では，2.4 節において提案した同定手法の妥当性を確認するため，シミュレーション

により得られた時刻歴加速度応答を計測データとみなした数値例題を提示する． 

システム同定では，推定対象の現時点における性能把握を行うため精度が求められる．ま

た実際には，諸条件による影響が同定精度に関わると考えられるため，様々な条件における

本同定法の精度を明らかにする．  

2.5.1 項では，各層外周が同一形状である多層モデルを対象とし，推定値と設定値の精度

比較を行う．2.5.2 項においては，各層外周形状が異なるモデルを対象とし，入力波の種類，

推定に用いるデータの範囲，ノイズによる影響について検討する． 

 

2.5.1 外周が同一形状である多層モデル 

 対象モデルは，図 2.5 に示す外周構面のみを有する 5 層剛床モデルとし，時刻歴応答解析

を行ってそれを計測データと見なす．すなわち，本項では時刻歴応答解析により得られた応

答値を入力データとして用い，各構面ごとの剛性および減衰係数を直接推定する． 

各層の各通り上における鉛直構面要素，及び重心位置や質量・平面サイズ等の諸元を表

2.1 に示す．減衰特性は剛性比例減衰とする．その際，1 次固有振動数に対する減衰定数を

0.02 とする．また，入力地震動としては El Centro 1940 NS 波を用いており，地動入力方向

を表す x 軸からの入射角度は，x，y 軸方向の構面が同程度の変形をする一例として 45 度と

した．なお，一般に力の割合が大きい自由度の推定精度が高いことから，入射角度による入

力差は，入力が小さい方向の構面の相対的な同定精度低下につながるが，他の入射角度を用

いた検証より，全体の同定精度には問題ないことを確認している． 

本解析ケースは，表 2.1 に示す諸元を用い，ある時間帯の時刻ごとの剛性を推定するため

の例として 10 秒間のデータ数における時刻歴応答波形データにより推定を行う．特に断ら

ない限りこの設定を用いる．すなわち，振動データに対して 10 秒間のデータ数を用いる場

合には，時間増分ごとに 10 秒間のデータ数を用いた同定を全時間帯に対して行い，その平

均値を推定結果とする．なお，本モデルにおける観測点は各層床の対角線上の 2 点および地

動における水平 2 方向の計 22 点である．また対象モデルの x 並進，y 並進および回転に対

する固有振動数と各層の 1 次モード形を表 2.2 および図 2.6 に示す． 
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  (a) 全体図 (b) 平面図 

図 2.5 5 層モデル(外周が同一形状) 
 

表 2.1 モデル諸元 

  
 

表 2.2  5 層 3 自由度ねじれモデルの固有振動数 (Hz) 

 
 

加速度計:

5層
3自由度
ねじれ
モデル

x並進

y並進

回転

1 0.40xf  2 1.17xf  3 1.82xf  4 2.63xf  5 3.44xf 

1 0.39yf  2 1.12yf  3 1.82yf  4 2.40yf  5 2.75yf 

1 0.58rf  2 1.69rf  3 2.26rf  4 2.73rf  5 3.96rf 
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図 2.6 各層における固有モード形状（1-3 次） 
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x並進

4F 4F
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x並進
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y並進
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回転
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次に，解析ケースにおける同定について示す．本解析ケースとして，表 2.1 の諸元の条件

の下で，図 2.7 に示す El Centro 1940 NS 波を入力する． 

 提案手法により推定した結果と設定値の比較を図 2.8 に示す．各層，各通りの鉛直構面に

おける推定値は設定値と一致することがわかる． 

 

 

図 2.7 入力波ケース(a)：El Centro 1940 NS 波の加速度波形 

 
 

 
 
 (a) 剛性比較図 (b) 減衰係数比較図 

 

図 2.8 真値と推定値の比較 (El Centro NS) 
 

 

2.5.2 各層外周形状が異なる 3 層モデル 

 本項では各層外周形状が異なる 3 層モデルにおける同定精度の検証を行う．対象モデル

は，図 2.9 に示す 3 層モデルとし，モデルの諸元を表 2.3 に示す．解析モデルは前項の多層

モデルと同様に減衰特性は剛性比例減衰とした 1 次の減衰定数 0.02 とする． 

基本ケースとして，入力地震動は入力波ケース(a): El Centro 1940 NS 波とする．地動入力

方向を表す x 軸からの入射角度は，x，y 軸方向の構面が同程度の変形をする一例として 45

度とし，前項と同様に他入射角度においても同定精度に問題がないことを確認している．同

定に用いるデータ数は 10 秒間であり，本モデルにおける観測点は各層床の対角線上の 2 点

および地動における水平 2 方向の計 14 点である．また対象モデルの x 並進，y 並進および

回転に対する固有振動数と各層の 1 次モード形を表 2.4 および図 2.10 に示す． 
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図 2.9 各層外周形状が異なる 3 層モデル 

 

 

表 2.3 モデル諸元 

 
 

  

加速度計:
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表 2.4  3 層 3 自由度のねじれモデルの固有振動数（Hz） 

 
 

 

 

 

 

 

 
図 2.10 各層における固有モード形状（1-3 次） 

  

3層
3自由度
ねじれ
モデル

x並進

y並進

回転

1 0.63xf  2 1.78xf  3 2.63xf 

1 0.62yf  2 1.72yf  3 2.55yf 

1 0.97rf  2 2.53rf  3 3.68rf 

x並進

1F 1F

y並進
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回転
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y並進

f
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2F

回転

x並進

3F 3F

y並進

f
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=0.97[Hz]

3F

回転
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 (1) 基本解析ケースにおける同定 

 基本解析ケースとして，表 2.1 の諸元の条件の下で，図 2.7 に示す El Centro 1940 NS 波を

入力する． 

 提案手法により推定した結果と設定値の比較を図 2.11 に示す．各層，各通りの鉛直構面

剛性の推定値は設定値と一致することがわかる． 
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 (a) 剛性比較図 (b) 減衰係数比較図 

 
図 2.11 真値と推定値の比較 (El Centro NS) 

 

 (2) ホワイトノイズを付与した場合における同定結果 

 観測値にノイズが含まれている場合を想定し，同定精度への影響について考察を行う．各

自由度の応答加速度データに対し，それぞれ独立した 0.075-150(rad/s)のホワイトノイズを付

与し提案手法による推定した．なおノイズレベルは各自由度波形の RMS 値に対するノイズ

の RMS 値の割合により表し 5%とする． 

 検証は基本解析ケースを用い，入力波を El Centro NS 波とし，地動入力方向を表す x 軸

からの入射角度は 45 度とする．図 2.12 は本入力波に対する同定結果である． 

 ノイズを付与する前の同定結果と比較し，ノイズの増大に伴い推定剛性精度は徐々に減

少するが，減衰係数の精度低下が大きいことが読み取れる．この現象は，システム同定の

分野ではよく認識される傾向と合致する． 
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図 2.12 ノイズによる剛性と減衰係数の精度変化 (El Centro NS) 
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 (3) 異なる入力波による同定 

 基本解析ケースである表 2.1 の諸元を用いる．図 2.13 に示す Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-

Nanbu 1995）と Hachinohe NS 波（Tokachioki 1968）を入力波とする． 

図 2.14(a)，(b)は，それぞれの入力データおよびノイズ付与した出力データから導出した

同定結果である．これらの検証から入力地震波の違いによる同定精度の差異はあるが，前述

の El Centro NS 波と同様の傾向が確認された． 

 

 

(a)  Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-Nanbu 1995） 
 

 

 (b) Hachinohe NS 波（Tokachioki 1968） 
 

図 2.13 入力加速度波形 
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(a) Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-Nanbu 1995） 
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(b) Hachinohe NS 波（Tokachioki 1968） 

 
図 2.14 ノイズレベルによる剛性と減衰係数の精度変化 

 

 

 (4) データ範囲の検討 

推定に用いるデータ数を変更した場合における精度検証を行う．入力波を El Centro 1940 

NS 波とした基本解析ケースを用い，検証のため，極端なデータ範囲例として 0.4，20 秒間

のデータ数における時刻歴応答波形データにより推定を行う．図 2.15 は各データ数を用い

た場合の推定結果である．基本ケースである 10 秒間のデータ数と比較し，出力データにノ

イズを含まない場合はどのようなデータ範囲であっても精度よく同定可能である．一方，ノ

イズを付与した場合，同定に用いるデータ数が少ないほど精度が低下する．また，一定以上

よりデータ範囲を増大させても精度の改善は確認されない． 
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(a) データ数 0.4 秒 
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(b) データ数 20 秒 

図 2.15 データ範囲を変更した場合の同定結果のノイズレベルによる精度変化 
 (El Centro NS) 

 

 (5) ノイズの除去について 

ノイズを付与した応答加速度に対し，特異値分解を用いた低ランク近似手法を用いてノ

イズの影響を低減し，同定精度の向上を図る． 

図 2.16 のように，観測した構面の計測データを dm 個の部分データとして抽出し d dm n の

行列Aとすると，特異値分解より次式が成立する．なお，抽出する部分データの時間幅は同

一となるように分割する．なお， R は 0 ではない特異値成分の数とする． 

1

R
T T

i i i
i




 A UDV u v  (2.46) 

1 2 di m  U= u u u u    1 2 di n  V= v v v v   (2.47) 

1 2 d

T
i i i imu u u  u =    1 2 d

T
i i i inv v v  v =   (2.48) 
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e

 
 
 
  

D 0
D=

0 0

   1 2diage R  D =   (2.49) 

Dの対角要素である特異値と第1 i r  特異値のフロベニウスノルム比を ( )v i とし，設定

閾値を満足する特異値の有効階数 r を決定する． 

2 2
1 1

( ) 0.98
r R

i ii i
v i       (2.50) 

これらの条件を満たす特異値と特異ベクトルを用いて，次式に示す行列 denoiseA をノイズ処

理後の分割した応答データとする． 

1

r
T

denoise i i i
i




A u v  (2.51) 

 

図 2.16 計測データの分割 
 

図 2.17 は，2.5.2 項の (2)および(3)と同条件の下で，ノイズの影響を低減した出力値を用

いた剛性と減衰係数の同定結果である．横軸にノイズレベルをとっている． 

El Centro 1940 NS における同定結果においてはノイズ低減の効果が見られるものの， 

Hyogoken-Nanbu 1995 (Kobe Univ. NS)波， Hachinohe 1968 NS の同定結果にはあまり変化が

見られない．これはノイズとオリジナルデータの分離が適切になされていないことを示す．

この原因として，特異値の主成分をどのランクまで用いるかの判断を行うため，比較する波

形間の相関性が高いほどノイズと原波の分離が可能となるという特性が挙げられる． 

本提案手法においては，観測波形を時間軸で分割し，分割した波形を対象に特異値の比率

が設定した閾値(今回はフロベニウスノルム値で 0.98)となるよう低ランク近似を採用して

いる．分割数の設定は観測波形の固有振動数を参考に行っているため，比較する波形の相関

性に影響を受けることから，観測波形がある卓越振動数を有する場合に効果が高いと考え
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られる．図 2.18(a)は，El Centro 1940 NS を入力した際のノイズを含む観測波形から推定した

伝達関数であり，これらを参考に卓越周期を含むように分割した観測波形を用い，特異値の

有効階数ごとの応答波形例および対応するフロベニウスノルム比を図 2.18(b)に示す． 
 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

0 1 2 3 4 5

x1(1F)
x1(2F)
x1(3F)
x2(1F)

x2(2F)
x2(3F)
y1(1F)
y1(2F)

y1(3F)
y2(1F)
y2(2F)
y2(3F)

st
iff

n
es

s 
(N

/m
)

Noise level (%)  

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 1 2 3 4 5

x1(1F)
x1(2F)
x1(3F)
x2(1F)

x2(2F)
x2(3F)
y1(1F)
y1(2F)

y1(3F)
y2(1F)
y2(2F)
y2(3F)

da
m

pi
n

g 
co

ef
fic

ie
nt

 (
N

s/
m

)
Noise level (%)  

(a) El Centro 1940 NS 
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(b) Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-Nanbu 1995） 
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(c) Hachinohe NS 波（Tokachioki 1968） 

図 2.17 ノイズ除去による精度比較 
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(a) 伝達関数 

  

 
  (i) 原波と有効階数 1 の波形比較（フロベニウスノルム比 0.832） 

 
   (ii) 原波と有効階数 2 の波形比較（フロベニウスノルム比 0.938） 

 
   (iii) 原波と有効階数 3 の波形比較（フロベニウスノルム比 0.989） 

 
   (iv) 原波と有効階数 4 の波形比較（フロベニウスノルム比 0.996） 

(b) 観測波形比較 
図 2.18 El Centro 1940 NS 入力における伝達関数と観測波形例 
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2.6 まとめ 

本章においては，剛床を有する立体骨組について，床の水平加速度から剛性および減衰

係数を推定する線形システム同定法を提案した．また，地震応答解析により得られた応答

データを観測値と見なす数値例題を実施し，推定精度の検証を行った．以下に要点を示

す． 

(1) 床が面内に変形しない剛床立体せん断モデルについて，剛性と減衰係数を直接推定す

るために，各層の構面ごとに対し同定が可能な複数時刻の誤差情報を用いた離散測定

データのバッチ処理最小二乗推定法を提案した． 
 
(2) 同定のために必要な観測データは，地動データおよび各層の並進および回転に関する

データである．なお観測値は加速度のみを想定し，速度および変位データは周波数領

域での積分手法を用いて導出している．本手法の特徴として事前に偏心位置（剛性の

中心位置）を指定する必要がない点である． 
 
(3) 剛床を備えた複数モデルの数値例題により，提案手法の妥当性の検証を行った．応答

値にノイズ成分を含まない場合，地震波の違いなどによる同定精度の差異はなく，設

定値と推定値が良く対応する．この傾向は床形状を問わず同一である． 
 
(4) 応答値に対しホワイトノイズを付与する場合，ノイズレベルが高くなるにつれ，同定

精度は徐々に低下するが，ノイズレベルを制限することで，入力波の特性により差異

はあるものの，一定の精度を維持することができる． 
 
(5) 同定に用いるデータ数が少ないほど，剛性および減衰係数の推定結果はノイズによる

影響を大きく受ける傾向がある．このため，一定以上のデータ数を用いて同定を行う

必要がある． 
 
(6) ノイズ除去処理は比較する波形間の相関性が高いほどノイズと原波の分離が可能とな

る．このため，観測波形の卓越振動数を参考に分割した波形を対象とした際には，観

測波形がある周波数において卓越している場合に効果が高いと考えられる． 
 
(7) 本同定理論には一般性があるため，床の面内剛性を指定することで，面内剛性を考慮

した立体建物構造に拡張可能である．この手法は次章以降に示す． 
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３章 床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の

剛性・減衰同時同定 

 

3.1 はじめに 

建物の維持管理の面からは構造体の効率的な改修が必要であり，建物の部位別の損傷度

や健全性を直接評価できる手法が社会的に望まれている．前章では，実務設計上よく用いら

れる立体モデルの部位別（構面別）の剛性及び減衰係数を推定する手法として剛床仮定が成

立するモデルに対する手法を提示した（Shintani et al. 2017）． 

一方，健全性評価を行なうことが社会的要請として高い建物では剛床仮定が成立しない

場合が多いことから（木造軸組構法建物の耐震設計マニュアル編集委員会 2004，あるいは

吹き抜けや階段を有する建物），柔らかく変形する床組の挙動を考慮した同定理論が望まれ

ている（Loss and Frangi 2017, Loss et al. 2018）．建物の構造設計では通常，RC スラブが存在

する場合を剛床仮定が成立する場合と呼んでいる．剛性の定量的な定義が存在するわけで

はなく，剛床仮定が成立しないモデルでは，その仮定をはずした構造解析が行われている．

また，剛床仮定が成立するスラブと成立しない床面が混在する場合などでは，成立するスラ

ブによる移行せん断力の確認等が行われる．本論文では，床面が面内に剛なモデルを 2章で

扱い，それ以外のモデルを柔なモデルとして本章で取り扱う． 

近の研究として，Loss らは，鉄骨骨組を対象としてその床組に CLT 板を採用したシス

テムを提案し，CLT 板の床組としての力学特性について検討している．その際にも，剛床仮

定が成立しないモデルに対するシステム同定法の展開が求められている（Loss and Frangi 

2017, Loss et al. 2018）． 

このような背景を踏まえ，本章では，複数の鉛直構面で構成され，面内の剛性が有限であ

る水平構面で連結された立体建物を対象とし，各鉛直構面の各層の応答を計測して鉛直と

水平の構面別の剛性や減衰係数を推定する手法を構築する（Shintani et al. 2019）．これまで

に，床の面内剛性を考慮したシステム同定に関する研究は非常に限定されている．その理由

としては，剛床仮定が成立しないことにより，挙動そのものが複雑になることと，同定する

パラメーターの数が飛躍的に多くなることが挙げられる（Loss and Frangi 2017, Loss et al. 

2018）．また，同定に必要な観測点数が飛躍的に多くなり，現実の問題として観測の実現性

に困難が生じることなどが挙げられる． 

本章では，既往の研究（田中と吉富 2014）において扱われている柔床の 1 層 1×1 スパン

建物を多層及び内部構面を有するモデルに拡張し，立体せん断モデルで表現される任意の

構面数および構面配置のモデルに対し，各構面が別々の挙動を行う仮定の下で，偏心率の制

限がないモデルに対する手法を提案する． 

3.2 節では，柔床建物のモデル化について説明する．3.3 節では，モデルの変位・力の設定

について述べる．その中では，モデル自由度の設定，鉛直構面要素の荷重変形関係，床要素

（水平構面）の荷重変形関係，モデル自由度の設定と運動方程式について説明する．次に，
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3.4 節では，鉛直構面要素および床要素の剛性及び減衰係数同定法について説明する． 後

に，3.5 節では，数値例題を示す．その数値例題では，外周構面のみを有する多層モデルお

よび内部構面を有する多層モデルを扱う．本章では 2 章と同様に，ノイズレベルが同定精度

に及ぼす影響を明らかにする．また，ノイズ除去の方法についても言及する． 

 

3.2 柔床建物のモデル化 

柔床とは，地震荷重などの水平荷重により水平変形をおこす床を指し，床がせん断剛性及

びせん断減衰係数を持つ．木造などの建物は，床の水平変形量が大きく，各垂直構面が別々

の挙動をとるため，柔床としての特徴を備える．本章では，図 3.1 のような柔床を有する多

層多スパン立体せん断モデルを対象とする．本モデルは，柔床を表す水平構面と，壁等に相

当する鉛直構面で構成される．建物平面には x 軸あるいは y 軸に平行な通りを設定し，y 軸

に平行な通りを x 通り，x 軸に平行な通りを y 通りと呼ぶ．建物の層数を N，x 通り数を m，

y 通り数をそれぞれ n とし，層番号は下層から順に番号付け，一般層を第 i 層 (i=1,…,N)と

表す．通り番号は座標の小さい方から順に番号付けし，x 通り名を xj (j=1,…,m) ，y 通り名

を yl (l=1,…,n)と表す．また，隣接する通り間をスパンと呼び， xj 通りと ( 1)x j  通り間の x

スパン名を xj (j=1,…,m-1)， yl 通りと ( 1)y l  通り間の y スパン名を yl (l=1,…,n-1)と表す．x

方向及び y 方向スパン長さを [ ]xj
xL , [ ]yl

yL  (j=1,…,m-1, l=1,…,n-1)とする． 

質量は x 通りと y 通りの交点上に配置するものとし，第 i 層，第 xj 通り，第 yl 通りに設

置された質量を [ , ]xj yl
im とする．右上添え字の[ ]は通り位置あるいはスパン位置を表すものと

する． 

なお，以下の式展開において，数式表現の一般化のため， 下層， 上層，外周構面につ

いては厳密には成立しない表現も含まれるが，第 0 層，第 N+1 層，第 0 番スパン，第 n+1

スパン，第 m+1 スパン等実際に存在しない自由度や要素については無視するものとする． 

 

3.3 モデルの変位・力の設定（柔床） 

3.3.1 モデル自由度の設定 

モデルの自由度は，各層，各構面の並進自由度であり，モデル全体の総自由度数は ( )n m N

個である．図 3.1(a), (b)のように，第 i 層の第 yl 通り上の x 方向構面の地面に対する x 方向

相対変位を
[ ] ( 1, , )yl
iu l n  ，第 xj 通り上の y 方向構面の地面に対する y 方向相対変位を

[ ] ( 1, , )xj
iv j m  とする．モデル全体の相対変位ベクトル yは，[  ]T を転置行列として，次式

のように表される． 

 TT Ty u v  (3.1) 

 [ 1] [ ] [ ] Ty T yl T yn Tu u u u   (3.2) 

 [ 1] [ ] [ ] Tx T xj T xm Tv v v v   ( 1,2)l   (3.3) 
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 [ ] [ ] [ ][ ]
1

Tyl yl ylyl
i Nu u uu    ( 1, , )l n   (3.4) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1

Txj xj xjxj
i Nv v vv    ( 1, , )j m   (3.5) 

 

また[・]は時間微分を表すものとし，相対変位 [ ]yl
iu , [ ]xj

iv に対応した自由度の速度 [ ]yl
iu , 

[ ]xj
iv ，加速度 [ ]yl

iu , [ ]xj
iv を成分とする速度ベクトルと加速度ベクトルをそれぞれ y , yとす

る．地動加速度 gy は，x 軸から角度の方向に入力するものとし，x 方向及び y 方向の地動

加速度を cosg gu y   , sing gv y   とする． 

 

3.3.2 鉛直構面要素の荷重変形関係 

 各鉛直構面は，各層の x 通りあるいは y 通り上に配置し，各鉛直構面要素は，各層の各通

り上に含まれる構面の性能の総和を一つの要素として表すものとする．第 i 層，第 yl 通り上

の鉛直構面の x方向剛性と減衰係数をそれぞれ [ ]yl
xik , [ ]yl

xic ，第 xj 通り上の鉛直構面の y 方向

剛性と減衰係数をそれぞれ [ ]xj
yik , [ ]xj

yic とする．x 軸および y 軸方向のせん断力
[ ]yl
WkxiQ , [ ]xj

WkyiQ は

以下のようになる． 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

yl yl yl yl
xiWkxi i iuQ k u    (3.6) 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

xj xj xj xj
yiWkyi i i

Q k v v    (3.7) 

一方，x 軸および y 軸方向の減衰によるせん断力
[ ]yl
WcxiQ , [ ]xj

WcyiQ は以下のようになる． 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

yl yl yl yl
xiWcxi i i

Q c u u     (3.8) 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

xj xj xj xj
yiWcyi i i

Q c v v     (3.9) 

 

3.3.3 床要素の荷重変形関係 

 床要素は，各層の各スパンに設置する．第 i 層，第 xj スパン，第 yl スパンに設置された

床要素のせん断剛性とせん断減衰係数をそれぞれ
[ , ]xj yl
kiG , [ , ]xj yl

ciG と定義する．右上添え字の

[ ]は床要素の設置場所を表すものとする．図 3.1(a)の右図は，第 i 層，第 xj スパン，第 yl ス

パンに配置された床要素の変形時の様子を示す．
[ , ]xj yl
kiG は床要素の単位長さあたりのせん断

剛性とし，x 方向，y 方向の長さは [ ]xj
xL , 

[ ]yl
yL とする．図 3.2 のように，x 軸および y 軸方向

せん断変形によるせん断変形角をそれぞれ
[ , ]xj yl
xi , [ , ]xj yl

yi ，x 軸および y 軸方向のせん断力を
[ , ]xj yl
FkxiQ , [ , ]xj yl

FkyiQ とする． ,x y  が同時に生じた状態のせん断力は以下のようになる． 

 [ , ] [ , ] [ , ] [ , ] [ , ]xj yl xj yl xj yl xj yl xj yl
xi xi yiFkxi kiQ G L    (3.10) 

 [ , ] [ , ] [ , ] [ , [ [ , [xj yl xj yl xj yl xj yl xj yl
yi xi yiFkyi kiQ G L     (3.11) 
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ここで， 

 [ , ] [ ][ ( 1)] [ ]xj yl yly l yl
yxi i i Lu u    (3.12) 

 [ , ] [ ][ ( 1)] [ ]xj yl xjx j xj
xyi i i Lv v    (3.13) 

x, y 軸方向の変位を用いて，床要素の荷重変形関係は次式で表される． 

   
[ ]

[ , ] [ , ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)] [ ]
[ ]

xj
xj yl xj yl x y l yl x j xj

Fkxi ki i i i iyl
y

L
Q G u u v v

L
 

     
  

 (3.14) 

   
[ ]

[ , ] [ , ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)] [ ]
[ ]

yl
yxj yl xj yl y l yl x j xj

Fkyi ki i i i ixj
x

L
Q G u u v v

L
 

     
  

 (3.15) 

単位長さあたりのせん断減衰係数 [ , ]xj yl
ciG に関するせん断力は，(3.12), (3.13)式と同様に，以

下のように表現される． 

   
[ ]

[ , ] [ , ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)] [ ]
[ ]

xj
xj yl xj yl x y l yl x j xj

ciFcxi i i i iyl
y

L
Q G u u v v

L
 

     
  

     (3.16) 

   
[ ]

[ , ] [ , ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)] [ ]
[ ]

yl
yxj yl xj yl y l yl x j xj

ciFcyi i i i ixj
x

L
Q G u u v v

L
 

     
  
     (3.17) 

 

 

図 3.1(a) 内部構面を有する柔床多層多構面モデル(左:モデル全体図，右:n 層の水平構面

の変形とせん断剛性および減衰係数) 
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図 3.1(b)  i 層の各構面における応答変位 

 

 

図 3.2 柔床モデルの水平構面の変形 

 

3.3.4 モデル自由度の設定と運動方程式 

第 i 層，第 yl 通りの自由度に対応する x 方向の運動方程式は次式となる（図 3.3 参照）． 

    
   

1
[ ] [ ] [ , ( 1)] [ , ] [ , ( 1)] [ , ]

1
[ ][ ] [ ] [ ] [ ]

( 1) ( 1) cos

m
yl yl xj y l xj yl xj y l xj yl

xi i Fcxi FcxiFkxi Fkxi
j

ylyl yl yl yl
gxiWcxiWkxi Wkx i Wcx i

m u Q Q Q Q

m yQ Q Q Q 


 



 

  

   




 (3.18) 

ここで， 

[ ] [ , ]

1

m
yl xj yl

xi i
j

m m


  (3.19) 

 1
1

yu

 1
1

xv

 2
1

xv

 1
1

xmv 
 
1

xmv

 2
1

yu

 1
1

ynu 

 
1

ynu

0

y
x

x xQx G L

Q x

x

Qy

Qy

y

y yQy G L

Q x

Qy

Q x

x

y y yLx 

x xLy 

Lx

Ly

＋

＝
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図 3.3 鉛直構面と床面の交差部における水平方向の力の釣り合い 

 

(3.18)式において，左辺第 1 項は第 yl 通りに存在する質点に作用する慣性力の x 方向への和，

第 2 項は第 yl 通りの左右の床面に作用する復元力と減衰力の x 方向への和，第 3, 4 項は第

yl 通りの第 i 層の上下層に作用する復元力と減衰力を表す． 

同様に，第 i 層，第 xj 通りの自由度に対応する y 方向の運動方程式は次式となる． 

    
   

1
[ ] [ ] [ ( 1), ] [ , ] [ ( 1), ] [ , ]

1
[ ][ ] [ ] [ ] [ ]

( 1) ( 1)        sin

n
xj xj x j yl xj yl x j yl xj yl

yi i Fcyi FcyiFkyi Fkyi
l

xjxj xj xj xj
gyiWcyiWkyi Wky i Wcy i

m v Q Q Q Q

m yQ Q Q Q 


 



 

  

   




 (3.20) 

ここで， 

[ ] [ , ]

1

n
xj xj yl

yi i
l

m m


  (3.21) 

(3.18), (3.20)式を合わせて行列で表現して次式を得る． 

gy  My Cy Ky Mr    (3.22) 

ここで，地震動の入力方向を表すrは次のように定義される． 

 cos cos sin sin
T   r    (3.23) 

また，質量行列Mは次式で定義される． 

x
y

   
M 0

M 0 M  (3.24) 

 [ 1] [ ] [ ]... ...y yl yn
x x x xdiagM m m m  (3.25) 

 [ 1] [ ] [ ]... ...x xj xm
y y y ydiagM m m m  (3.26) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1
yl yl ylyl

x xi xNxm m mm    ( 1, , )l n   (3.27) 

[ ] [ ]
( 1) ( 1),yl yl

Wk i Wc iQ Q 

[ ]yl
WkiQ

[ , ( 1)] [ , ( 1)],xj y l xj y l
FciFkiQ Q 

[ , ] [ , ],xj yl xj yl
FciFkiQ Q

y
x[ ]yl

WciQ

[ ] [ ]yl yl
i im u
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 [ ] [ ] [ ][ ]
1
xj xj xjxj

y yi yNym m mm    ( 1, , )j m   (3.28) 

鉛直構面剛性行列 WK ，床剛性行列 FK の和として表される系剛性行列 Kは

{( ) } {( ) }m n N m n N   のサイズを有し，次式で表される． 

W F K K K  (3.29) 

まず，鉛直構面剛性行列 WK は次式で定義される． 

[ 1]

[ ]

[ ]

[ 1]

[ ]

[ ]

y
Wx

yl
Wx

yn
Wx

xW
Wy

xj
Wy

xm
Wy

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



K
0

K

K
K

K
0

K

K









 (3.30) 

[ ] [ ]

1

N
yl yl

Wx Wxi
i

K K  ( 1, , )l n   (3.31) 

[ ] [ ]

1

N
xj xj

Wy Wyi
i

K K  ( 1, , )j m   (3.32) 

ここで，
[ ]yl
WxK 及び [ ]xj

WyK はそれぞれ， yl 通り上の x 方向鉛直構面及び xj 通り上の y 方向鉛直

構面要素に関わる N N 行列であり，これらの要素の関連自由度である第 1i ， i 行及び第

1i ， i 列の 2 2 小行列
[ ]yl
Wxik 及び [ ]xj

Wyik のみが次式で表される． 

[ ] [ ]yl yl
xiWxi k Tk  , [ ] [ ]xj xj

yiWyi kk T  ( 1, , )i N   (3.33), (3.34) 

1 1
1 1
    

T  (3.35) 

次に，床剛性行列 FK は次式で定義される． 

 1 1
,

1 1 1

N m n
xj yl

F Fi
i j l

 

  
K K  (3.36) 

ここで， [ , ]xj yl
FiK は第 i 層， yl スパン， xj スパン上の床構面に関わる{( ) } {( ) }m n N m n N   行

列であり，この要素の関連自由度である変位  yl
iu ,  ( 1)y l

iu 
,  xj

iv ,  ( 1)x j
iv 

に対応する自由度番
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号（(3.1)式の自由度の並びの場合， ( 1)N l i   , N l i  , ( 1)N n j i    , ( )N n j i   番目）

の要素を取り出した 4 4 の小行列のみが次式の [ , ]xj yl
Fik で表される． 

[ , ] [ , ] [ , ]xj yl xj yl xj yl
Fi FkiGk T  (3.37) 

[ ]

[ ]
[ , ]

[ ]

[ ]

xj
x
yl

xj yl y
F yl

y
xj

x

L

L

L

L

 
 
  
 
  

T T

T

T T

 (3.38) 

減衰については，式(3,29)から(3,37)の式展開において，K , k, kをC, c , c に置き換え

ることで類似の表現が得られる． 

 

3.4 鉛直構面要素および床要素の剛性及び減衰係数同定法 

本節では質量が既知のモデルに対し，振動計測データを用いて，各層各通りの鉛直構面要

素の剛性と減衰係数及び，各層各スパンにおける床要素の剛性と減衰係数を推定する問題

を考える．推定対象は，次式の物理パラメタベクトルΘ とする． 

 TT T T T T T
x y k x y cΘ k k G c c G  (3.39) 

ここで， xk , yk , kG はそれぞれ n N 個の x 方向鉛直構面剛性，m N 個の y 方向鉛直構面

剛性， ( 1) ( 1)n m N    個の床要素剛性を次式の順に並べたベクトルである． 

 [ 1] [ ] [ ] Ty T yl T yn T
x x x xk k k k   (3.40) 

 [ 1] [ ] [ ] Tx T xj T xm T
y y y yk k k k   (3.41) 

 1

TT T T
k k ki kNG G G G   (3.42) 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

Tyl yl yl yl
x xi xNxk k kk    (3.43) 

 [ ] [ ] [ ] [ ]
1

Txj xj xj xj
y yi yNyk k kk    (3.44) 

 [ 1, 1] [ 2, 1] [ , ] [ ( 2), ( 1)] [ ( 1), ( 1)] Tx y x y xj yl x m y n x m y n
ki ki ki ki ki kiG G G G G   G    (3.45) 

推定対象の減衰係数である(3.39)式の xc , yc , cG は剛性と同数であり，(3.40)から(3.42)式

におけるk, kを c , c に置き換えて表現できる． 

本章で提案する手法は，質量Mは与えられているものとし，加速度yを計測された既知量

と見なして，運動方程式の両辺の誤差が 小化されるように未知量である物理パラメータ
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ーΘを推定する手法である．ただし，変位y，速度yは，加速度データを Newmark-beta の

アルゴリズム内で数値積分して得られる．ある時刻 t における(3.22)式の運動方程式を，既

知の ( )tH , ( )tZ 及び未知のΘを用いて次式のように書き換えることができる． 

( ) ( )t tH Θ Z  (3.46) 

(3.46)式はあらゆる時刻で成立すべき式であり，これを満たすようなパラメーターΘを推定

する．本問題設定の場合，条件式の数よりも未知パラメーターの数が多くなるため，一括

小二乗法と同等の手続きにより，ある範囲の時刻において，両式の誤差の二乗和を 小にす

るΘを推定する．(3.46)式両辺の誤差は次式で表される． 

( ) ( ) ( )t t t e H Θ Z  (3.47) 

時刻 1t から 2t での誤差 ( )te の二乗和は次式で表される． 

2

1

( ) ( )

( ) ( ) 2 ( ) ( ) ( ) ( )

T

t
T T T T T

t t

E t t

t t t t t t


 

    
e e

Θ H H Θ Θ H Z Θ Z Z  (3.48) 

(3.48)式のΘに関する極値は，次式を満足する． 

2 2

1 1

2 ( ) ( ) 2 ( ) ( ) 0
t t

T T

t t t t

E
t t t t

 

 
   

   
 H H Θ H Z

Θ
 (3.49) 

(3.49)式をΘについて解けば，次の同定式が導出できる． 

2 2

1 1

1

( ) ( ) ( ) ( )
t t

T T

t t t t

t t t t



 

   
   
      
 Θ H H H Z  (3.50) 

ここで， ( )tH , ( )tZ は既知量を用いて次式のように表される． 

 ( ) ( ) ( )gt t y t Z M y r   (3.51) 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )W F W Ft t t t t  H H H H H   (3.52) 

(3.52)式において， ( )W tH は，次式で表される鉛直構面要素剛性に関わる {( ) }n m N   

{( ) }n m N の係数行列である． 
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[ 1]

[ ]

[ ]

[ 1]

[ ]

[ ]

( )

( )

( )
( )

( )

( )

( )

y
Wx

yl
Wx

yn
Wx

xW
Wy

xj
Wy

xm
Wy

t

t

t
t

t

t

t

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



H
0

H

H
H

H
0

H

H









 (3.53) 

ここで， [ ] ( )yl
Wx tH ( 1,..., )l n および [ ] ( )xj

Wy tH ( 1,..., )j m は，それぞれ第 i 層の x 方向 yl 通り上の

鉛直構面剛性，y 方向 xj 通り上の鉛直構面剛性に関わる N N の係数行列である．各鉛直構

面に関わる自由度は，x 方向，y 方向構面それぞれ次式の [ ] ( )yl
Wi tu , [ ] ( )yl

Wi tv で表される． 

 [ ] [ ] [ ]
1

( ) ( ) ( )
Tyl yl yl

Wi ii
t u t u tu  (3.54) 

 [ ] [ ] [ ]
1

( ) ( ) ( )
Tyl xj xj

Wi ii
t v t v tv  (3.55) 

[ ] ( )yl
Wx tH および [ ] ( )xj

Wy tH では， [ ]yl
xik , [ ]xl

yik に対応する第 i 列において， [ ] ( )yl
Wi tu , 

[ ] ( )yl
Wi tv が対応す

る第 i-1 行及び i 行を取り出したベクトル
[ ] ( )yl
Wxi th 及び [ ] ( )xj

Wyi th のみが次式で表される非零要素

となる． 

[ ] [ ]( ) ( )yl yl
Wxi Wit th Tu  (3.56) 

[ ] [ ]( ) ( )xj xj
Wyi Wit th Tv  (3.57) 

(3.52)式の ( )F tH は，床要素に関わる{( ) } {( 1)( 1) }n m N n m N    の係数行列である．第 i 層

の xj スパン， yl スパン上の床要素に関わる自由度は，次式の
[ , ] ( )xj yl
Fi ty で表される． 

 [ , ] [ ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)]( ) ( ) ( ) ( ) ( )
Txj yl yl y l xj x j

Fi i i i it u t u t v t v t y  (3.58) 

( )F tH の中で，
[ , ]xj yl
kiG に対応する第 ( 1)( 1)( 1) ( 1)( 1)n m i m l j       列において，

[ , ] ( )xj yl
Fi ty に対

応する 4 つの行（第 ( 1)n i l  , ( 1) ( 1)n i l   , ( 1)nN m i j   , ( 1) ( 1)nN m i j    行）の成

分を取り出したベクトル
[ , ] ( )xj yl
Fi th のみが次式で表される非零要素となる． 

[ , ] [ , ] [ , ]( ) ( )xj yl xj yl xj yl
Fi F Fit th T y  (3.59) 

なお，減衰に関しては，(3.53)から(3.59)式において変位を速度に読み替えて，H, h , u , 

v をそれぞれH , h , u , v に置き換えることで得られる．(3.52)式の ( )W tH は，鉛直構面

要素減衰係数に関わる{( ) } {( ) }n m N n m N   の係数行列であり， ( )F tH は床要素減衰係数に

関わる{( ) } {( 1)( 1) }n m N n m N    の係数行列である． 
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3.5 数値例題 

 3.4 節において提案した同定手法の妥当性を確認するため，シミュレーションにより得ら

れた時刻歴応答を計測データとみなして，数値例題を実施する．外周構面のみ有するモデル

を 3.5.1 項に，内部構面も有するモデルを 3.5.2 項に示す． 

 

3.5.1 外周構面のみを有する多層モデル 

対象モデルは，図 3.4 に示す外周構面のみを有する 5 層の柔床多構面モデルとし，各構面

の諸元は表 3.1 に示す．減衰は剛性比例減衰とし，1 次の減衰定数を 0.02 とする．本モデル

は，構面ごとに異なる剛性値を与えているため偏心を有する．入力地震動は El Centro1940 

NS 波とし，地動入力方向を表す角度（3.3.1 項）は構面ごとの挙動を明確にする一例とし

て 45 度とする．なお，他の入射角度においても同定精度に問題ないことを確認している．

システム同定では 0.4 秒分のデータ数における時刻歴応答波形データ（変位，速度，加速度）

を用いる．本モデルにおける観測点は各層床の対角線上の 2 点および地動における水平 2 方

向の計 22点である．また対象モデルの固有振動数と各層の固有モード形状を図 3.5に示す． 

図 3.6 及び図 3.7 に，提案手法により求められた鉛直構面および床の剛性及び減衰係数の

正解値と同定値を示す．鉛直構面及び床構面いずれについても，各層，各通りの鉛直構面及

び各層の水平構面の剛性及び減衰係数の推定値は正解値とほぼ一致することがわかる．シ

ステム同定に用いるデータにノイズが含まれていない場合は，比較的少ない秒数のデータ

で部位別の性能を評価できることが示された．ノイズの影響については次節で検討する． 

 

 

 

図 3.4  柔床 5 層モデル 
 

  

加速度計:
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表 3.1 柔床 5 層モデル諸元 

 

 

 

 
(a)  x 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 下図: 2 次モード） 

 

 
(b)  y 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 下図: 2 次モード） 

図 3.5 対象モデルの固有モード形状（左図より 1F, 2F, 3F, 4F, 5F） 
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 (a) 鉛直構面  (b) 水平構面 

図 3.6 柔床 5 層モデルの剛性の比較（El Centro NS） 

  

 (a) 鉛直構面  (b) 水平構面 

図 3.7 柔床 5 層モデルの減衰係数の比較（El Centro NS） 

 

3.5.2 内部構面を有する多層モデル 

対象モデルは，図 3.8 の x 方向 3 スパン y 方向 3 スパンの 2 層柔床多構面モデルとし，各

構面の諸元は表 3.2 に示す．数値例題では，対象モデルの時刻歴応答解析により得た応答値

（加速度）を計測データとみなしてシステム同定を行う．尚，変位，速度は数値積分

（Newmark-beta 法）で数値積分を用いて加速度から求める． 

また本例題については，計測データに含まれるノイズ，同定に用いるデータ数，地震動の

違い，床剛性の違いが同定結果に及ぼす影響について検討する．同定に使用するデータは，

0.4 秒間または 10 秒間とし，入力地震動は El Centro1940 NS 波，Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-

Nanbu 1995）及び Hachinohe 1968 NS 波とする．また，地動入力方向を表す角度（3.3.1 項）

は前項と同様に 45 度とし，他入射角においても同定精度に問題ないことを確認している．

床剛性については，表 3.2(a)は柔床モデル，表 3.2(b)は剛床モデルに対応する． 

なお，本モデルにおける観測点は，各層床の対角線上の 2 点および地動における水平 2 方

向の計 18 点である．また対象モデルの各層の固有モード形状を図 3.9 に示す． 
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図 3.8 柔床 2 層 3x3 スパンモデル 
 

表 3.2 柔床 2 層 3x3 スパンモデル諸元 

(a) 鉛直構面剛性 

 
(b) 床剛性（柔な床） 

 
(c) 床剛性（床せん断剛性が中程度） 

 
(d) 床剛性（床せん断剛性が大） 

 
(e) モデルサイズと質量 

 

1F 2F 1F 2F

y1 3500 2500 x1 3000 2300

y2 2000 2000 x2 2500 2500

y3 2000 2500 x3 3000 2000

y4 3000 3000 x4 2000 2500

kx
(kN/m)

ky
(kN/m)

x1 x2 x3 x1 x2 x3

y1 100 110 120 y1 100 110 120

y2 210 220 230 y2 210 220 230

y3 310 320 330 y3 310 320 330

Gk
kN/(rad*m)

1F 2F

x1 x2 x3 x1 x2 x3

y1 2000 2500 2000 y1 2000 2500 2000

y2 2500 2500 2500 y2 2500 2500 2500

y3 3000 2500 3000 y3 3000 2500 3000

Gk
kN/(rad*m)

1F 2F

x1 x2 x3 x1 x2 x3

y1 6000 6500 6000 y1 6000 6500 6000

y2 5500 5000 5500 y2 5500 5000 5500

y3 4000 4500 4000 y3 4000 4500 4000

Gk
kN/(rad*m)

1F 2F

Number of stories Nodal mass (ton)Plan size(m) (first floor)

52 story
[ 1] 5x
xL  [ 2] 3x

xL  [ 3] 4x
xL 

[ 1] 3y
yL  [ 2] 4x

yL  [ 2] 2x
yL 
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(a) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（柔な床） 

 

(b) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（柔な床） 

 

 (c) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（柔な床） 

 

(d) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（柔な床） 

図 3.9 対象モデルの固有モード形状 
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(e) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（床せん断剛性が中程度） 

 

(f) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（床せん断剛性が中程度） 

 

(g) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（床せん断剛性が中程度） 

 

(h) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（床せん断剛性が中程度） 

図 3.9 対象モデルの固有モード形状（続き） 
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(i) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（床せん断剛性が大） 

 

(j) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（床せん断剛性が大） 

 

(k) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（床せん断剛性が大） 

 

(l) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（床せん断剛性が大） 

図 3.9 対象モデルの固有モード形状（続き） 
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 (1) 基本解析ケースにおける同定 

基本の解析ケースとしては，床が柔なモデルに Hachinohe NS 波（Tokachioki 1968）を入力

して得られた 10 秒分のデータを用いるものとし，特に断らない限りこの設定を用いるもの

とする． 

図 3.10 に，基本ケースについて，ノイズがない場合の各構面の剛性および減衰係数の同

定結果を示す．内部構面についてもほぼ正解が求められていることがわかる．また，使用デ

ータを 0.4 秒にしてもほぼ同等の結果であることを確認している． 

 

 
 鉛直構面の剛性 水平構面の剛性 

(a) 

 

 鉛直構面の減衰係数 水平構面の減衰係数 

(b) 

図 3.10 基本ケースの同定結果(柔床, Hachinohe NS: 10s), (a) 剛性, (b) 減衰係数 
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 (2) ホワイトノイズを付与した場合における同定結果 

計測データに含まれるノイズの原因は，計測ノイズあるいは，変位，速度を数値積分で求

める際の数値誤差等によるものである．ここでは，各自由度の応答値データに，それぞれ独

立に生成したホワイトノイズを加えたデータをシステム同定に用いる．ノイズレベルは，各

自由度波形の RMS 値に対するノイズの RMS 値の割合で表し，0～5%とする． 

図 3.11 および図 3.12 に，基本ケースの剛性および減衰係数の同定値に対するノイズレベ

ルの影響を示す．ノイズレベルの増大に伴って推定精度が低下するのがわかる．剛性，減衰

とも床の方が鉛直構面よりもノイズの影響が大きい．この原因として，床要素の方が鉛直構

面要素と比べて剛性，減衰係数ともに小さいため，運動方程式における寄与が少ないことが

挙げられる．(3.47)式の運動方程式の誤差評価において，第 i 層，第 yl 通り上の鉛直構面の

未知数である剛性，減衰係数は，各構面における運動方程式の内，第 , 1i i  層，第 yl 通りの

構面における 2 つの運動方程式に影響される．一方，第 i 層，第 xj スパン，第 yl スパンに

設置された床要素の未知数であるせん断剛性と減衰係数は，第 i 層，第 yl , 1yl  , xj , 1xj
通りの構面における 4 つの運動方程式に関わり，同定誤差の蓄積が鉛直構面に比べ増大す

るため，床要素の同定精度が低下すると考えられる． 

 

  
 (a) x 軸方向鉛直構面の剛性  (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 

  
 (c) 1 層の床せん断剛性 (d) 2 層の床せん断剛性  

図 3.11 剛性同定値に対するノイズの影響 (基本ケース) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数 (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 

 

  

 (c) 1 層の床せん断減衰係数  (d) 2 層の床せん断減衰係数 

図 3.12 減衰係数同定値に対するノイズの影響 (基本ケース) 
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 (3) 異なる入力波による同定 

基本解析モデルに対し，El Centro 1940 NS 波および Kobe Univ. NS 波（Hyogoken-Nanbu 

1995）を入力する．図 3.13 および図 3.14 は El Centro 1940 NS 波，図 3.15 および図 3.16 は

Kobe Univ. 1995 NS 波を用いた同定結果である．基本ケースの同定結果である図 3. 11, 3.12

と比較し，入力地震動の違いによる同定精度の差異は，ノイズが増大するに従いある程度存

在するが，概ね同様の傾向であると確認できる． 

 

  
 (a) x 軸方向鉛直構面の剛性 (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 

 

  
 (c) 1 層の床せん断剛性  (d) 2 層の床せん断剛性 

 

図 3.13 剛性同定値に対するノイズの影響 (El Centro NS) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数  (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 

 

  

 (c) 1 層の床せん断減衰係数  (d) 2 層の床せん断減衰係数 
 

図 3.14 減衰係数同定値に対するノイズの影響 (El Centro NS) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の剛性 (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 
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 (c) 1 層の床せん断剛性  (d) 2 層の床せん断剛性 
 

図 3.15 剛性同定値に対するノイズの影響 (Kobe Univ. NS) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数  (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 
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 (c) 1 層の床せん断減衰係数  (d) 2 層の床せん断減衰係数 
 

図 3.16 減衰係数同定値に対するノイズの影響 (Kobe Univ. NS) 
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 (4) データ範囲の検討 

図 3.17 及び図 3.18 は，基本モデルの同定に利用する波形データ（Hachinohe NS）の時間

を 0.4 秒分としたケースの結果を示す．使用するデータが少ないと，ノイズの影響を受けや

すく精度が低下することがわかる．特に剛性の低い床の推定精度が著しく劣化する． 

 

    

 (a) x 軸方向鉛直構面の剛性  (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 

    

 (c) 1 層の床せん断剛性  (d) 2 層の床せん断剛性 

図 3.17 剛性同定値に対するノイズの影響 (Hachinohe NS 0.4s) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数  (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 

 

  

 (c) 1 層の床せん断減衰係数  (d) 2 層の床せん断減衰係数 

図 3.18 減衰係数同定値に対するノイズの影響 (Hachinohe NS 0.4s) 
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 (5) 床要素の検討 

図 3.19, 3.20 は床せん断剛性が鉛直構面剛性と同程度であるモデル(表 3.2c)，図 3.21, 3.22

は床せん断剛性が高いモデル(表 3.2d)の結果を示す．この結果，ノイズにより大きく精度が

落ちることが確認された．アルゴリズムにおいて平行方向における応答加速度の差異が床

剛性要素に大きく関わる．このため剛床に近づくにつれ，対面における構面の応答値の差異

が小さく，各自由度の応答値の RMS 値を基準としたホワイトノイズの値が相対的に大きく

なることが原因と考えられる． 

 

    
(a) x 軸方向鉛直構面の剛性             (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 

 

    
(c) 1 層の床せん断剛性                (d) 2 層の床せん断剛性 
 

図 3.19 剛性同定値に対するノイズの影響(床せん断剛性：中程度) 
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(a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数        (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 

 

  
(c)1 層の床せん断減衰係数          (d) 2 層の床せん断減衰係数 

 

図 3.20 減衰係数同定値に対するノイズの影響（床せん断剛性：中程度） 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の剛性  (b) y 軸方向鉛直構面の剛性 

 

     
 (c) 1 層の床せん断剛性  (d) 2 層の床せん断剛性 
 

図 3.21 剛性同定値に対するノイズの影響 (剛床モデル) 
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 (a) x 軸方向鉛直構面の減衰係数  (b) y 軸方向鉛直構面の減衰係数 

 

   

 (c) 1 層の床せん断減衰係数  (d) 2 層の床せん断減衰係数 
 

図 3.22 減衰係数同定値に対するノイズの影響 (剛床モデル) 
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 (6) ノイズ除去について 
数値誤差を想定し，独立したホワイトノイズを付加した各自由度の応答データに対し，特

異値分解を用いた低ランク近似手法によるノイズ低減の処理を行う．このノイズ除去法は 2

章において用いた手法と同様であるが再掲する． 

図 3.23 のように，観測した構面の計測データを dm 個の部分データとして抽出し d dm n の

行列Aとすると，特異値分解より次式が成立する．なお，抽出する部分データの時間幅は

同一となるように分割する．なお， R は 0 ではない特異値成分の数とする． 

1

R
T T

i i i
i




 A UDV u v  (3.60) 

1 2 di m  U= u u u u    1 2 di n  V= v v v v   (3.61) 

1 2 d

T
i i i imu u u  u =    1 2 d

T
i i i inv v v  v =   (3.62) 

e

 
 
 
  

D 0
D=

0 0

   1 2diage R  D =   (3.63) 

Dの対角要素である特異値と第1 i r 特異値のフロベニウスノルム比を ( )v i とし，設定

閾値を満足する特異値の有効階数 r を決定する． 

2 2
1 1

( ) 0.98
r R

i ii i
v i       (3.64) 

これらの条件を満たす特異値と特異ベクトルを用いて，次式に示す行列 denoiseA をノイズ処

理後の分割した応答データとする． 

1

r
T

denoise i i i
i




A u v  (3.65) 

 
 

図 3.23 計測データの分割 
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図 3.24, 3.25 は，基本モデルに対して El Centro 1940 NS 波を入力したときの応答を用いた

ケースにおいて，ノイズ除去の有無による鉛直構面と水平構面の剛性推定値の精度を示す．

この結果，x, y 軸方向の鉛直構面における精度は，ノイズ除去の操作により推定誤差が 大

1 割ほど改善された．水平構面は無ノイズ時において精度の乱れがあるが，ノイズレベル上

昇に伴う誤差量は減少する． 

一方，図 3.26, 3.27 は，基本モデルに対して Kobe Univ. 1995 NS（Hyogoken-Nanbu 1995）

波を入力したときの応答を用いたケースにおける，ノイズ除去の有無による鉛直構面の剛

性推定値の比較であり，El Centro 1940 NS 波の入力時と異なり大きな改善は見られない．ま

た，Hachinohe 1968 NS 波の入力時は，ノイズ除去の有無による精度の変化は確認されなか

った．これは設定閾値を満たす特異値の有効階数がフルランクのみであり，ノイズとオリジ

ナルデータの分離がなされていないことを示す． 
 

  
(a)ノイズ処理前剛性(x 軸方向鉛直構面)        (b) ノイズ処理後剛性 

 

  

(c)ノイズ処理前剛性(y 軸方向鉛直構面)       (d) ノイズ処理後剛性 
 

図 3.24 鉛直構面におけるノイズ低減 (El Centro NS) 
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           (a)ノイズ処理前剛性(1F)            (b) ノイズ処理後剛性(1F) 
 

    
            (c)ノイズ処理前剛性(2F)           (d) ノイズ処理後剛性(2F) 
 

図 3.25 水平構面におけるノイズ低減 (El Centro NS) 
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(a)ノイズ処理前剛性(x 軸方向鉛直構面)          (b) ノイズ処理後剛性 
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(c)ノイズ処理前剛性(y 軸方向鉛直構面)         (d) ノイズ処理後剛性 

図 3.26 鉛直構面におけるノイズ低減 (Kobe Univ. NS) 
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             (a)ノイズ処理前剛性(1F)            (b) ノイズ処理後剛性(1F) 
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             (c)ノイズ処理前剛性(2F)            (d) ノイズ処理後剛性(2F) 
 

図 3.27 水平構面におけるノイズ低減 (Kobe Univ. NS) 
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3.6 まとめ 

内部構面を有する床構面が柔な立体多層多構面せん断モデルを対象に，各構面自由度の

応答計測データを用いて，各構面及び床の剛性および減衰係数を同定する手法を提案した．

得られた成果は以下のようにまとめられる． 
 

1) 立体せん断モデルの各構面の加速度および質量を既知量として，各鉛直構面と床構面の

剛性及び減衰係数を未知のパラメーターとして推定する問題を構築した．ただし，各構

面の変位，速度は加速度データを Newmark-beta のアルゴリズム内で数値積分して得られ

る．この問題に対し，運動方程式の誤差の二乗和を 小化する解として，連立方程式を

一度解くだけで，各鉛直及び水平構面の剛性及び減衰を同時に同定できる手法を提案し

た． 
 

2) 外周構面のみを有するモデルおよび，内部構面を有する多層の立体せん断モデルに対す

る数値例題を実施し，ノイズがなければ少ないデータで高い精度の推定が可能なことを

示した． 
 

3) 計測ノイズや数値積分誤差に起因するノイズが同定精度に及ぼす影響について検討した．

ノイズの影響により，特に相対的に値の小さな物理量を有する構面の同定精度が低下す

ることが示された．使用するデータを増やすことで，同定精度の低下をある程度抑える

ことができる．また，入力地震動を変えても同定精度には大きな影響はないことを示し

た． 
 

4) 床剛性を大きくすると，特に床の剛性・減衰の同定精度が低下するが，これは床が相対

的に剛になり，床そのものの変形が小さくなると，床変形によるせん断力の寄与が小さ

くなるためであると考えられる． 
 

5) 観測波形を時間軸で分割し，分割した波形を対象に特異値の比率が設定した閾値(フロベ

ニウスノルム値で 0.98)となるように低ランク近似を施すノイズ除去処理を行った結果，

特に鉛直構面において精度の向上が確認された．一方，水平構面は無ノイズ時において

精度の乱れがあるが，ノイズレベル上昇に伴う誤差量は減少する． 
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４章 床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の剛性・減衰

同時同定理論の実験による検証 

 

4.1 はじめに 

本章では，前章までに提案された床の面内剛性を考慮した立体構造物の構面別物理パラ

メーター同定手法の振動台実験による検証を示す．実験は，単層柔床型，単層剛床型，2 層

柔床型，2 層剛床型，2 層複合型の計 5 種類の試験体に対して行う．振動台によりランダム

波あるいは振幅調整した El Centro 1940 NS 波を入力し，強制加振時および加振後の自由振

動の計測値を用いた検証を行う． 

前章までにおいて，線形域における剛床および柔床構造物を対象とした物理パラメータ

ーの同定手法を提案した．これらの手法の妥当性を確認するためには，試験体の実現象によ

る検討が重要である．第 3 章までに述べていたように，構造体の維持管理の面において重要

な役割を果たすシステム同定では，大きく分けてモーダルパラメーター同定法と物理パラ

メーター同定法が存在する．前者は固有モードなど，全体的な構造特性を推定する手法であ

り，安定した特性を有し，数多くの研究が行われている．一方，後者は，安定性に問題はあ

るものの，部位別の損傷度，健全性を直接評価可能である．しかし既往の研究は平面せん断

モデルを対象とした層単位における性能把握が主であり，また剛床であることが前提であ

ることが多い．そこで，本実験における試験体では，床の面内せん断剛性が変化できるよう

にし，また鉛直構面ごとの剛性差が分かりやすいように設計している．なお，提案同定手法

は，減衰係数についても同定を行っているが，真値の設定が困難であるため，実験では剛性

のみを同定対象とする．ただし，減衰係数についても大まかな同定精度について議論を行う． 

 

4.2 実験供試体 

実験に用いた試験体は，図 4.1 に示すような単層柔床型，単層剛床型，2 層柔床型，2 層

剛床型，2 層複合型の計 5 種類である．試験体は，図 4.2(a)のような土台，柱(鋼棒)，梁(バ

ネ鋼)，天板(アクリル製)，ノード部より構成されており，土台と振動台は万力により固定し，

土台と柱とノード部はプレートによる摩擦接合，ノード部と梁は鋼製アングルを用いボル

トにより留めている．また，水平構面については，剛床を表現する際のみ各ノード部と天板

をボルトにより拘束する仕様とし，柔床試験体の水平構面はノードおよび梁から構成され

る床とする．単層柔床型，単層剛床型，2 層柔床型，2 層剛床型試験体の柱は Y1-side frame

側に φ3mm，Y2-side frame 側に φ4mm の異なる直径の鋼棒を用いた一軸偏心であり，2 層複

合型試験体の柱は，全て φ3mm の鋼棒を用いた無偏心の試験体とする．なお，ノード部の

質量は全て同一である． 

加振は，振動台に対し試験体の土台を 30 度または 45 度方向に設置し行う．入力波とし

ては，図 4.2(b)に示す振幅調整した El Centro 1940 NS 波およびランダム波を用い，強制振動

および自由振動時における加速度を計測する．計測に用いる計器は振動台上の加振方向に
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加速度センサーを 1 つ，試験体のノード上の対角位置に加速度センサーを 2 軸方向，各層

に 4 つ設置する．なお加速度センサーのサンプリング周波数は 100Hz とする． 

 

 
 (a) 単層柔床 (b) 単層剛床 

   
 (c) 2 層柔床 (d) 2 層剛床 (e) 2 層複合 

図 4.1 １層と２層の５つの試験体 

 

表 4.1 試験体諸元 

 

X1-side
frame

X2-side
frame

φ3 φ3

φ4 φ4

Y1-side
frame

Y2-side
frame

X1-side
frame

X2-side
frame

φ3 φ3

φ4 φ4

X1-side
frame

X2-side
frame

φ3 φ3

φ4 φ4

X1-side
frame

X2-side
frame

φ3 φ3

φ4 φ4

Y1-side
frame

Y2-side
frame

X1-side
frame

X2-side
frame

φ3 φ3

φ3 φ3

1F model height width length mass Acrylic board weight
1F 200mm 400mm 450mm 5.18kg 0.18kg

2F model height width length mass Acrylic board weight
1F 200mm 400mm 450mm 5.18kg 0.18kg
2F 200mm 400mm 450mm 5.18kg 0.18kg
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(a) 2 層柔床試験体写真と詳細図 

 

 
(b) 入力波 

図 4.2 試験体詳細図および入力波 
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3 3
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4.3 参照値の決定 

各鉛直構面における剛性の参照値として，固有振動数比および静的載荷試験による推定

を行う．計測の都合上，鉛直構面の参照剛性値は，水平構面をアクリル板により拘束した剛

床試験体を用いて算出し，無偏心時における加振実験および静的載荷試験を行う．また，柔

な床組の水平構面の参照剛性値は静的載荷試験より求める．これら推定結果は，試験体にお

ける構面剛性の真値として扱う．なお，本実験における鉛直構面剛性は柱径のみに影響され

るとする． 

 

4.3.1 固有振動数比による推定 

提案手法により求めた推定値と比較して妥当性を検証するため，図 4.3 のような試験体お

よびシミュレーションモデルを用い，固有振動数比から鉛直構面の剛性を導出する． 

図 4.4 は，単層剛床試験体およびシミュレーションモデルに対して，無偏心方向から加振

した際のパワースペクトルとクロススペクトルの比を比較したものである．加振実験によ

り得られた測定値から求められる固有振動数を ef ，ノード部が完全な固定端であると仮定

した柱部両端固定端シミュレーションモデルを解析した結果より求められる固有振動数を

sf とすると次，式が成り立つ． 

2( / )e s e sk k f f  

これより，柱部両端固定端シミュレーションモデルの鉛直構面剛性 sk は既知であるため，

固有振動数比から試験体の鉛直構面剛性 ek が推定される．その結果を表 4.2 に示す． 

 

  
 

 (a) 単層試験体写真 (b) 柱部両端固定端モデル 
 

図 4.3 １層試験体写真と試験体のモデル化 
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 図 4.4 伝達関数の比較 

 

表 4.2 固有振動数比による鉛直構面剛性の推定結果 

 

 

4.3.2 静的実験による推定 

各鉛直構面における剛性の参照値の異なるアプローチとして静的載荷試験による推定を

行う．鉛直構面の参照剛性値は図 4.5(a)に示すように，水平構面をアクリル板により拘束し

た剛床試験体により静的載荷試験を行うことにより求める．試験体に強制変位を加えるこ

とで各構面に水平荷重を与え，荷重変形関係を計測し，鍋島らの文献（Nabeshima and 

Takewaki (2017)，鍋島(2019)）を参考に並進剛性を推定した． 

また，水平構面の参照剛性値は図 4.5(b)に示す静的載荷試験より求める．水平構面を構成

する梁は全て同形であるため 1 軸方向のみ計測を行い，水平構面の一辺を拘束して強制変

位を与えることで床せん断剛性を推定した．図 4.6 には静的載荷試験による各構面における

荷重変形関係を示す．本試験により得られる推定値は，節点の回転を拘束することによる剛

性増加の影響が考えられるため補正を行う． 

 

Y1-side frame Y2-side frame X1-side frame X2-side frame
両端固定端柱モデル 7275.9(N/m) 2302.1 4789 4789

実験モデル 6181 1955.7 4068.4 4068.4
L=200mm
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(a) 鉛直構面 
 

 

 
 (b) 水平構面 

図 4.5 静的載荷試験概要 

2F
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X1-side frame
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X2-side frame

4 4

3 3

Y1 or Y2-side frame
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frame
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Laser

meter

shaking table

displacementfixed to
the shaking table

Load cell

Load cell

fixed to
the shaking table
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 (a) Y1-side frame (b) Y2-side frame 

 

 (c) 水平構面 

図 4.6 荷重変位曲線 

 

4.4 振動台実験結果 

各試験体の加振実験を行い，提案同定手法を適用する．本手法は図 4.7 のように，いくつ

かの時間のデータ範囲をもつ同定対象データに適用する．この作業を繰り返し，得られた推

定結果の平均値を同定結果とする． 

同定対象となる時間帯は，強制振動域と自由振動域に分けて考察する．また，計測値に対

するノイズ除去処理の有無により 2 つの同定結果を導出する．推定対象は各層 4 構面の鉛

直剛性及び各層 1 構面の水平せん断剛性とする．なお，データ範囲は 10 秒，時間刻みは 0.01

秒とする． 
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図 4.7 提案手法の適用概要 

 

4.4.1 単層試験体(入力角に関する検討) 

本項では，図 4.1(a), (b)に示す単層試験体に対し加振実験を行う．試験体に用いる部材は

同一のもの併用し，単層剛床試験体，単層柔床試験体の順に振動させる．両試験体の柱は φ3 

mm, φ4mm の 2 種類を用いており一軸偏心である．入力波としてランダム波を用いる．同定

対象の時間範囲は自由振動域とし，30 度または 45 度方向から各試験体へ加振する． 

図 4.8 は単層剛床試験体を，図 4.9,4.10 は単層柔床試験体における各構面の剛性値推定結

果を示す．比較図は，前節より導出した参照値と，ノイズ除去処理の有無による 2つの同定

値を精度比較したものであり，Boxplot (最大値, 最小値, 四分位数)は同定対象データ範囲ご

との推定結果の分布を表す． 

グラフの x 軸は，試験体鉛直構面の通り番号(Y1,Y2,X1,X2) ，または水平構面(1F)を表す．

また，精度比較図は，それぞれ，〇: 固有振動数比から導出した参照値，△: 載荷試験より

導出した参照値，□: 同定値，×: ノイズ除去処理を行った同定値について示し，Boxplot (最

大値, 最小値, 四分位数)はデータ範囲ごとの推定結果の分布を示す． 

これらの結果から，剛床試験体においては入力角による同定精度の差異は見られないが，

柔床試験体は 30 度方向入力が 45 度入力に比べ精度が上昇する傾向がみられる． 

計測値に対するノイズ処理の有無により，剛床および柔床試験体ともに鉛直構面の剛性

同定精度の向上が確認される．しかし，水平構面の同定精度は減少している．この原因とし

て，水平構面剛性導出には対面鉛直構面の変位差を用いる点が挙げられる．これより鉛直構

面剛性導出と比較し，数値のオーダーが小さい上，誤差が大きくなりやすいと考えられる． 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Time (s)

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

強制加振時 自由振動時

入力加速度波形

-0.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
Time (s)

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

同定対象データ範囲Step 1

提案手法

推定結果推定結果

計測加速度波形

分布を箱ひげ図に記載

同定対象時間帯 :



77 
 

  

(a) 鉛直構面剛性同定結果 (入力波:30 度) 

  

(b) 鉛直構面剛性同定結果 (入力波:45 度) 

図 4.8 単層剛床試験体 (左: 同定精度比較 右: 同定値の Boxplot (最大値, 最小値, 四分位数)) 
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(a) 鉛直構面剛性同定結果 (入力波: 30 度) 

  
(d) 鉛直構面剛性同定結果 (入力波: 45 度) 

図 4.9 単層柔床試験体 (左: 同定精度比較 右: 同定値の Boxplot (最大値, 最小値, 四分位数)) 

 

        

 (a) 単層柔床型試験体 (入力波: 30 度)  (b) 単層柔床型試験体 (入力波: 45 度) 

図 4.10 水平構面における剛性同定結果 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

Y1 Y2 X1 X2

reference-dynamic
reference-static 
identified-flexible floor
identified-flexible floor (denoise)

S
tif

fn
es

s 
(N

/m
)

Location

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

Y1 Y2 X1 X2

reference-dynamic
reference-static 
identified-flexible floor
identified-flexible floor (denoise)

S
tif

fn
es

s 
(N

/m
)

Location

0

50

100

150

200

250

300

350

1F -

S
tif

fn
es

s 
(N

/m
)

Location

0

50

100

150

200

250

300

350

1F -

S
tif

fn
es

s 
(N

/m
)

Location



79 
 

 

4.4.2  2 層試験体(時間帯に関する検討) 

図 4.1(c)(d)(e)に示す 2 層試験体に対し加振実験を行う．試験体に用いる部材は同一のもの

併用し 2 層柔床試験体，2 層剛床試験体，2 層複合試験体の順に振動させる．2 層柔床およ

び剛床試験体の柱は φ3,φ4mm の 2 種類を用いた一軸偏心，2 層複合試験体の柱は φ3mm の

無偏心とし， 2 層柔床および剛床試験体の柱は共有し，2 層複合試験体は Y1 side frame 側

の柱 φ3mm のみ共有する．入力波として振幅調整した El Centro 1940 NS 波を用い，同定対

象の時間帯は強制振動域または自由振動域とし，30 度方向から各試験体へ加振する． 

図 4.11, 4.14(a)は 2 層柔床試験体を，図 4.12 は 2 層剛床試験体を，図 4.13,4.14(b)は 2 層複

合試験体における各構面の剛性値推定結果を示しており，複合試験体は柔床モデルを対象

とした提案手法より同定値を導出しているため，剛床部のせん断剛性についても推定して

いる．なお，グラフの x 軸は，試験体鉛直構面の通り番号，階数(Y1,1 など)または水平構面

(1F, 2F)を表し，比較図および Boxplot (最大値, 最小値, 四分位数)は前節と同条件である． 

図 4.11 の Y2 通りのように，強制加振中の計測加速度を用いた鉛直構面における同定は，

自由振動域の計測加速度を用いた場合と比べ，データ範囲ごとの推定結果のばらつきが大

きく，同定値が最大 2 割程度の誤差が生じる．同様の傾向は剛床試験体および複合試験体に

ついても時間帯による精度の大きな差異はないものの確認できる． 

水平構面に関しては，図 4.14(a)のように強制加振時を対象とした場合，精度を保つこと

は困難であり，鉛直構面部より大きな影響がみられる．一方，無偏心試験体においては一定

の精度を保つことが確認できる．この一因として，1F 床の面内せん断変形の減少による応

答値誤差の減少が考えられる． 

計測値にノイズが含まれていると仮定し，特異値分解を用いたノイズ除去処理による推

定値の改善は特に高剛性構面側において確認された．計測値に対するノイズ処理の有無に

よる同定精度の傾向は単層実験と同様であると考えられる． 
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(a) 鉛直構面剛性同定結果 (強制加振時) 

  
(b) 鉛直構面剛性同定結果 (自由振動時) 

図 4.11 柔床試験体同定結果 
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(a) 鉛直構面剛性同定結果 (強制加振時) 
 

  

(b) 鉛直構面剛性同定結果 (自由振動時) 

図 4.12 剛床試験体同定結果 
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(a) 鉛直構面剛性同定結果 (強制加振時) 
 

  

(b) 鉛直構面剛性同定結果 (自由振動時) 

図 4.13 複合試験体同定結果 
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(a) 2 層柔床試験体 (左: 強制加振時 右:自由振動時) 

 

(b) 複合試験体 (左: 強制加振時 右:自由振動時) 

図 4.14 水平構面における剛性同定結果 
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4.5 まとめ 

第 4 章では，第 3 章と同様に，床の面内せん断剛性が有限である場合について，振動台を

用いた模型実験を実施し，提案手法の検証を行った．試験体は土台，柱(鋼棒)，梁(ばね鋼)，

天板(アクリル板)，ノード部(鋼製)より構成され，床の面内変形が各鉛直構面の力学特性の

同定に及ぼす効果を考慮可能な構造である．実験で用いた試験体の鉛直構面および水平床

面のせん断剛性の比較値を求めるために静的な実験を行い，得られた結果からそれぞれの

剛性を特定する方法を展開した．また，提案同定手法の本実験結果への適用を可能とするた

めに，ノイズを除去する方法を用いた．提案同定手法は剛性については数パーセント程度の

誤差で同定が可能である．以下に知見を示す． 

 

(1) 単層試験体において確認されたノイズ処理有無による推定値の差異が存在するが，参照

値と提案手法による推定値はある程度一致する． 

(2) 強制加振中の計測加速度を用いた鉛直構面における同定は，自由振動域計測加速度を用

いた場合と比べ，最大 2 割程度の誤差が生じることがあり得る．また計測値にノイズが

含まれていると仮定し，特異値分解を用いたノイズ除去処理による推定値の改善は特に

高剛性構面側において確認された． 

(3) 2 層剛床試験体において，Y2-side frame 及び X2-side frame における推定値にばらつきが

みられる．この原因として，両構面に関係する柱が実験による繰り返しの荷重により塑

性化した可能性がある． 

(4) 複合試験体における全ての柱径は同一であるため，全鉛直構面の剛性は同一であると考

えられるが，用いる計測加速度の種類を問わず Y1-side frame 側及び Y2-side frame 側構

面の推定値に差異が生じている．この原因として Y1-side frame 側構面の柱は前の振動

実験時に塑性化し，新しい柱に変更した Y2-side frame 側構面と比較し剛性が低下した

と考えられる． 

(5) 水平構面における推定では，アルゴリズムにおいて対面の構面上における応答加速度の

差異が大きく影響する．鉛直構面と比較し剛性が小さく，同定に用いる変数が多いこと

から改善の余地があると考えられる． 

(6) 複合試験体における水平構面における推定精度の改善の一因として，1F 床の面内せん

断変形の減少による応答値誤差の減少が考えられる． 

 

[参考文献] 

Nabeshima, K., and Takewaki, I. (2017). Frequency-domain physical-parameter system identification 

of building structures with stiffness eccentricity. Frontiers in Built Environment, 3: 71. 

鍋島国彦 (2019). 鉛直軸回りの回転運動を伴う建築物のシステム同定と水平軸回りの回転

運動に対する剛体の転倒限界，京都大学工学博士学位論文，2019.3. 
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5 章 床の面内剛性を考慮した立体構造物モデルの床面と鉛直構面の 

非線形復元力特性の同定 

 

5.1 はじめに 

 第３章において提案したシステム同定法（Shintani et al. 2019）では，地震動を受けた時の

鉛直構面の水平剛性と床の面内剛性を同時に同定する方法の開発が求められていることか

ら（Loss et al. 2018），質量が既知であるモデルについて，入力波及び構面位置ごとの応答加

速度値(変位，速度は数値計算より導出)を計測し，最小二乗法を用いて鉛直構面及び水平構

面の剛性値，減衰係数を直接推定した．この提案手法は線形システムへの適用を前提とした

ものであり，弾塑性の復元力特性を有するモデルには直接適用できない． 

弾塑性の復元力特性の同定を対象とした既往の研究として，ニューラルネットワークを

用いたもの（Masri et al. 1993, Saadat et al. 2004, Tasbihgoo et al. 2007, Brewick et al. 2016），ウ

ェーブレット変換を用いたもの（Kitada 1998, 2000, 来田ら 2000, Saadat et al. 2004），サポー

トベクター回帰を用いたもの（Zhang and Sato 2006），高速ベイズ自動フィルターによるもの

（Li et al. 2004b），多段階繰り返しアプローチによるもの（Li et al. 2004a），オンライン最小

二乗法を用いたもの（池田 2010）等が挙げられる．既往研究において，弾塑性の履歴復元

力を有する多層多構面立体モデルを対象とした研究は少なく，特定の復元力モデル（バイリ

ニアー型や Bouc-Wen モデルなど）の事前設定や初期値設定による収束計算の推定誤差など

の課題がある．その他にも，非線形構造物のシステム同定に関しては種々の研究が行われて

いる（例えば，Toussi and Yao 1983, Cifuentes 1984, Leontaritis and Billings 1985, Masri et al. 1987, 

Loh and Chung 1993, Ikhouance and Rodellar 2007, Worden and Manson 2010, Pelliciari et al. 2018）． 

 本章では第３章の提案手法を拡張し，面内変形が無視できない水平構面を有する多層多

構面立体モデルを対象として，復元力モデル設定や収束計算などを必要としない非線形性

履歴特性の同定法を提案する．本手法は構面ごとの復元力に対しフーリエ級数展開を行い

周期関数へと近似する．この近似された復元力に関する未知係数であるフーリエ係数を推

定対象とし，入出力加速度データを用いた最小二乗法により推定を行う．３章の提案手法と

異なり，同定に用いる観測値は層ごとの鉛直構面に対応する応答加速度のみであり，履歴曲

線を同定する際には変位成分を導出する．なお質量に関しては３章と同様に，既知であると

する． 

 5.2 節においては多層多スパン型せん断モデルを対象としたモデル設定について記述する． 

5.3 節は前述モデルの各構面における運動方程式について記載し，5.4 節においては同定

アルゴリズムの構築を行う． 

 5.5 節においては本手法を用いた数値例題を行う． 

 

  



86 
 

5.2 柔床建物のモデル化 

5.2.1 鉛直構面と床要素からなる柔床建物 

本論では，第３章で扱ったモデルと同様に，図 5.1 のような柔床を有する多層多スパン立

体せん断モデルを対象とする．本モデルは，柔床を表す水平構面と，壁や骨組等に相当する

鉛直構面で構成される．建物平面には x 軸あるいは y 軸に平行な通りを設定し，y 軸に平行

な通りを x 通り，x 軸に平行な通りを y 通りと呼ぶ．建物の層数を N，x 通り数を m，y 通り

数をそれぞれ n とし，層番号は下層から順に番号付け，一般層を第 i 層 (i=1,…,N)と表す．

通り番号は座標の小さい方から順に番号付けし，x 通り名を xj  (j=1,…,m) ，y 通り名を yl

(l=1,…,n)と表す．また，隣接する通り間をスパンと呼び， xj 通りと ( 1)x j  通り間の x スパ

ン名を xj (j=1,…,m-1)， yl 通りと ( 1)y l  通り間の y スパン名を yl (l=1,…,n-1)と表す．x 方向

及び y 方向スパン長さを [ ]xj
xL ,

[ ]yl
yL (j=1,…,m-1, l=1,…,n-1)とする． 

 質量は x 通りと y 通りの交点上に配置するものとし，第 i 層，第 xj 通り，第 yl 通りに設

置された質量を [ , ]xj yl
im とする．右上添え字の[ ]は通り位置あるいはスパン位置を表すもの

とする．なお，以下の式展開において，数式表現の一般化のため，最下層，最上層，外周構

面については厳密には成立しない表現も含まれるが，第 0 層，第 N+1 層，第 0 番スパン，

第 n+1 スパン，第 m+1 スパン等実際に存在しない自由度や要素は無視するものとする． 

 

5.2.2 モデル自由度の設定 

 モデルの自由度は，各層，各構面の並進自由度であり，モデル全体の総自由度数は ( )m n N

個である．図 1 のように，第 i 層の第 yl 通り上の構面に平行な x 方向変位を [ ]yl
iu (l=1,…,n)，

第 xj 通り上の構面に平行な y 方向変位を [ ]xj
iv (j=1,…,m-1)とする．モデル全体の変位ベクト

ル yは，[ ]T
を転置行列として，次式で表される． 

 TT Ty u v  (5.1) 

 [ 1] [ ] [ ] Ty T yl T yn Tu u u u   (5.2) 

 [ 1] [ ] [ ] Tx T xj T xm Tv v v v   (5.3) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1

Tyl yl ylyl
i Nu u uu    ( 1, , )l n   (5.4) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1

Txj xj xjxj
i Nv v vv    ( 1, , )j m   (5.5) 

 各自由度における変位
[ ]yl
iu ,

[ ]xj
iv に対応した速度

[ ]yl
iu ,

[ ]xj
iv ，加速度

[ ]yl
iu ,

[ ]xj
iv を成分とする速

度ベクトルと加速度ベクトルをそれぞれ y , y とする．地動加速度 gy は x 軸から角度 の方

向に入力し，x 方向及び y 方向の地動加速度を cosg gu y   , sing gv y   とする． 
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 (a) 全体図 (b) 水平構面図 (c) 床変形 

図 5.1 内部構面を有する柔床多層多構面モデル 

 

5.2.3 鉛直構面要素の荷重変形関係 

 図 5.1 に示すように各鉛直構面は，各層の x 通りあるいは y 通り上に配置し，各鉛直構面

要素は，各層の各通り上に含まれる構面の性能の総和を一つの要素として表すものとする．

第 i 層，第 yl 通り上の鉛直構面の x 方向剛性と減衰によるせん断力を [ ]yl
WiQ ，第 xj 通り上の

鉛直構面の y 方向剛性と減衰によるせん断力を
[ ]xj
WiQ と定義する． 

 

5.2.4 床要素の荷重変形関係 

床要素は，図 5.1(b)のように各層の各スパンに設置する．図 5.1(c)は，第 i 層，第 xj スパ

ン，第 yl スパンに配置された床要素の変形時の様子を示しており，x 軸および y 軸方向せん

断変形による x 軸および y 軸床せん断剛性と減衰係数による床せん断力 [ , ] [ , ],xj yl xj yl
Fxi FyiQ Q と定義

とする．なお右上添え字の [ ]は床要素の設置場所を表す． 

 

5.3 運動方程式 

 第 i 層，第 yl 通りの自由度に対応する x 方向の運動方程式は次式となる． 

   
1

[ ] [ ] [ ][ ] [ ][ , ] [ , ( 1)]
( 1)

1

cos
m

yl yl ylyl ylxj yl xj y l
gxi i xiWxi Wx iFxi Fxi

j

m u m yQ QQ Q 






     (5.6) 

ここで， [ ]yl
xim は第 i 層，第 yl 通り構面における質量の合計を表し，次式で表現される． 

[ ] [ , ]

1

m
yl xj yl

xi i
j

m m


  (5.7) 

(5.6)式において，左辺第 1 項は第 yl 通りに存在する質点に作用する慣性力の x 方向への

和，第 2 項は第 yl 通りの左右の床面に作用する復元力と減衰力の x 方向への和，第 3 項は

第 yl 通りの第 i 層の上下層に作用する抵抗力を表す．図 5.2 は，鉛直構面と水平構面の交点

における動的平衡の模式図を表す． 

 yn
Nu xm

Nv
 1y
Nu 1x

Nv

xy

[yl]
xim[ ]yl

WQ

[ , ]xj yl
FyNQ

1
frame

y

1
frame

x
frame

mx

frame
ny

 1x
xL

[y(n 1)]
yL 

 (m 1)x
xL



[y1]
1yL

[xj,yl]
im

[ 1, 1]x y
FiQ

[ (m 1), (n 1)]x y
FiQ  

x

y xy yL 

yx xL 

xL

yL

[ , ]xj yl
FxNQ

[ , ]xj yl
FxNQ

[ , ]xj yl
FyNQ
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同様に第 i 層，第 xj 通りの自由度に対応する y 方向の運動方程式を次式に示す． 

   
1

[ ] [ ] [ ][ ] [ ][ , ] [ ( 1), ]
( 1)

1

sin
n

xj xj xjxj xjxj yl x j yl
gyi i yiWyiFyi Fyi Wy i

l

m v m yQ QQ Q 






     (5.8) 

(5.7)式と同様に，第 i 層，第 xj 通り構面における質量の合計は次式で表される． 

[ ] [ , ]

1

n
xj xj yl

yi i
l

m m


  (5.9) 

質量行列をM，鉛直構面ごとの層せん断力の差分とスパンごとの面内せん断力の差分に

関する行列をQ と定義すると，(5.6)～(5.9)式より次式を得る． 

gy My Q Mr   (5.10) 

ここで， 

 cos cos sin sin
T   r    (5.11) 

x

y

 
  
 

M 0
M

0 M
 (5.12) 

 [ 1] [ ] [ ]... ...y yl yn
x x x xdiagM m m m  (5.13) 

 [ 1] [ ] [ ]... ...x xj xm
y y y ydiagM m m m  (5.14) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1
yl yl ylyl

x xi xNxm m mm    ( 1, , )l n   (5.15) 

 [ ] [ ] [ ][ ]
1
xj xj xjxj

y yi yNym m mm    ( 1, , )j m   (5.16) 

[ ]yl
xQ ， [ ]xj

yQ は i 層の第 yl ， xj 通りの構面に関するせん断力の差分であり，式(5.6)，(5.8)

が示すように，鉛直構面の上下層のせん断力の差分および各構面に沿ったスパンごとの面

内せん断力の差分から構成される． 

なお，これらのせん断力の差分表現は階層，スパン位置に関わらず運動方程式を表現する

ために用いている． 

           1 1,
T

y yl yn x xj xm
x x x y y y

   
Q Q Q Q Q Q Q     (5.17) 
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1
[ ] [ , ]

1 1
1

1
[ ] [ , ]

1

1
[ ] [ , ]

1

m
yl xj yl

Wx Fx
j

m
yl xj ylyl

Wxi Fxix
j

m
yl xj yl

WxN FxN
j

Q Q

Q Q

Q Q













 
 

 
 
 

  
 
 
 

 
  







Q





  

1
[ ] [ , ]

1 1
1

1
[ ] [ , ]

1

1
[ ] [ , ]

1

n
xj xj yl

Wy Fy
l

n
xj xj xj yl

y Wyi Fyi
l

n
xj xj yl

WyN FyN
l

Q Q

Q Q

Q Q













 
 

 
 
 

  
 
 
 

 
 







Q





 (5.18) 

鉛直構面に関する層せん断力 [ ]yl
W xiQ や水平構面に関する面内せん断力 [ , ]xj yl

FiQ は図 5.3(a)上

図に示されるような非周期関数である．この非周期関数を最小二乗法に適用可能な式へと

一般化するため，各せん断力の時刻歴データに対し，図 5.3(a)下図および(5.19)～(5.21)式に

示すような正弦波と余弦波の重ね合わせを用いたフーリエ展開により近似表現をする． 

図 5.3(b)は，周期関数へと変換する際のフーリエ展開の周波数範囲の違いによる推定精度

の差異を示す．これより低次数の固有振動数のみでは精度は不十分であり，周波数範囲が広

がるに従い精度が向上すると考えられる．なお，正弦波のフーリエ係数を [ ]
,a yl

p i ,
[ ]

,a xj
p i ，余弦

波のフーリエ係数を [ ]
,b yl

p i ,
[ ]

,b xj
p i とし，T/2 は周波数設定により決定されるフーリエ係数の数

と定義する． 

    /2
[ ]

, ,
1

( ) a sin( ) b cos( )
T

yl ylyl
p pp i p iWxi

p

Q t f t f t


   (5.19) 

    /2
[ ]

, ,
1

( ) a sin( ) b cos( )
T

xj xjxj
p pp i p iWyi

p

Q t f t f t


   (5.20) 

    /2
, ,[ , ]

, ,
1

( ) a sin( ) b cos( )
T

xj yl xj ylxj yl
p pp i p iFi

p

Q t f t f t


   (5.21) 

上記のフーリエ展開による近似は周期関数の推定周波数域を事前に設定する必要がある．

このため，計測した地動加速度と応答加速度データに関するパワースペクトルとクロスス

ペクトル比より導出される振動数成分を応答に関与する領域の参考とし，周波数域の最小

値 1f ，最大値 tf を決定する．なお周波数刻み df は推定に用いる矩形窓のデータ数 qと時間

刻み dt による下記の式より決定される． 

1
df

q dt



 (5.22) 

 



90 
 

 

図 5.2 動的平衡の模式図 

 

 
(a) せん断力近似模式図 

図 5.3 採用する振動数領域に依存した層せん断力の同定精度の比較 

 

   
1

[ ] [ ] [ ][ ] [ ][ , ] [ , ( 1)]
( 1)

1

cos
m

yl yl ylyl ylxj yl xj y l
gxi i xiWxi Wx iFxi Fxi

j

m u m yQ QQ Q 






   

[ ]
( 1)

yl
Wx iQ 

[ ]yl
WxiQ

[ , ( 1)]xj y l
FxiQ 

[ , ]xj yl
FxiQ

y
x

[ ] [ ]yl yl
i im u

yl-side frame

yl-side frame

Non-periodic function

[ ]ylQ

 

Approximation

Periodic functionPeriodic function
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(i) 1-5 次の固有振動数を含む範囲を用いた場合 

 

(ii) 周波数帯域 0-2Hz を用いた場合 

 

(iii) 周波数帯域 0-9Hz を用いた場合 

 (b) 採用した周波数帯域による推定層せん断力 

図 5.3 採用する振動数領域に依存した層せん断力の同定精度の比較（続） 
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5.4 鉛直構面要素および床要素の復元力同定法 

 質量が既知の立体モデルに対し，応答加速度データを用いた同定法を展開する．各層各通

りの鉛直構面の復元力特性における力を層間変位に関する鉛直構面の層せん断力とし，ま

た各層各スパンの床要素の復元力特性における力はせん断ひずみに関する水平構面の面内

せん断力として表す． 

提案手法は，フーリエ展開により近似表現された各鉛直構面の層せん断力および水平構

面の面内せん断力のフーリエ係数を推定対象とし，運動方程式の両辺の誤差が最小化され

るよう未知数であるフーリエ係数ベクトルΘ を次式のように設定する． 

,
T

W F
  Θ C C  (5.23) 

           1 1
,

y yl yn x xj xm
W W W W W W W

   
C C C C C C C     

         1, 1 ( 1), 1 1, 2 , ( 1), ( 1)
, ,

x y x m y x y xj yl x m y n
F F F F F F

     
C C C C C C    

鉛直構面要素の未知係数行列を以下に示す． 

             
1 1, , , ( 1 )

yl yl yl yl yl yl yl
i iW N N l n    

C a b a b a b    (5.24) 

     
1, ,a a

yl yl yl
i i f it

   
a  ,      

1, ,b b
yl yl yl

i i f it
   

b   (5.25), (5.26) 

             
1 1, , , ( 1 )

xj xj xj xj xj xj xj
i iW N N j m    

C a b a b a b    (5.27) 

     
1, ,a a

xj xj xj
i i f it

   
a  ,      

1, ,b b
xj xj xj

i i f it
   

b   (5.28), (5.29) 

一方，水平構面要素の未知係数行列を以下に示す． 

             , , , , , , ,
1 1, , ,

( 1 1, 1 1)

xj yl xj yl xj yl xj yl xj yl xj yl xj yl
i iF N N

j m l n

   
   

C a b a b a b 
 

 (5.30) 

     , , ,
1, ,a a

xj yl xj yl xj yl
i i f it

   
a  ,      , , ,

1, ,b b
xj yl xj yl xj yl

i i f it
   

b   (5.31), (5.32) 

 

ここで，ある時刻 t における(5.10)式の運動方程式を， ( )tH , ( )tZ ,Θ を用いて次式のよ

うに変形する． 

( ) ( )t tH Θ Z  (5.33) 

 
行列 ( )tZ , ( )tH は既知量を用いて次式のように表わされる． 

 ( ) ( ) ( )gt t y t Z M y r   (5.34) 
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 ( ) ( )( ) W Ft tt  H HH  (5.35) 

(5.35)式において， ( )W tH は，次式で表される鉛直構面要素剛性に関わる ( )n m N   

2 ( )t Nf n m の係数行列である． 

( )
( )

( )

W

W

W

t
t

t

 
 
 
  


h

h

H   (5.36) 

( ) , ( )

( )
( )

( )

W

t t

t
t

t

 
 
 
 
 
 



h h

h
h
h


  (5.37) 

 1 1( ) sin( ) sin( ) ,cos( ) cos( )t tt f t f t f t f th    (5.38) 

 

一方，(5.35)式において， ( )F tH は床要素に関わる ( ) ( 1)( 1)n m N T n m N    の係数行列で

ある． ( )F tH のある水平構面要素，第 { ( 1) ( 1) 1}T Nm l N j i     列から { ( 1)T Nm l  

( 1) }N j i   列を考える．水平構面に接する鉛直構面要素である第 ( 1)N l i  , Nl i , 

( 1)Nn N j i   , Nn Nj i  行の成分においては，次式のように表される行列 ( )F th のみが非

零要素となる． 
 

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

( )
( )

( )
( )
( )

xj
x

xj
x
ylF
y

yl
y

L t
L t

t
L t
L t

 
  
 
  



h
h

h
h
h

 (5.39) 

 

(5.33)式はあらゆる時刻において成立すべき式であり，これを満たすΘ を推定する．本問

題設定においては，条件式数より未知数のパラメーター数が多いため，一括最小二乗法と同

様の手法により，ある範囲の時間における両辺の誤差の二乗和が最小となるΘ を求める．

(5.33)式の両辺の誤差は次式のように表される． 
 

( ) ( ) ( )t t t e H Θ Z  (5.40) 
 

時刻 1t から 2t における誤差 ( )te の二乗和は次式で表される． 

2

1

2

1

( ) ( )

( ) ( ) 2 ( ) ( ) ( ) ( )

t
T

t t
t

T T T T T

t t

E t t

t t t t t t





 

    





e e

Θ H H Θ Θ H Z Z Z

 (5.41) 

(5.41)式のΘ に関する極値は次式を満足する必要がある． 
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2 2

1 1

2 ( ) ( ) 2 ( ) ( )
t t

T T

t t t t

E
t t t t

 

 
   

   
 H H Θ H Z 0

Θ
 (5.42) 

 

(5.42)式をΘ について解けば，次式が導出できる． 

2 2

1 1

1

( ) ( ) ( ) ( )
t t

T T

t t t t

t t t t



 

   
   
      
 Θ H H H Z  (5.43) 

これより未知係数ベクトルΘ が決定されると，推定対象である層せん断力および面内せ

ん断力が得られ，応答変位値を用い履歴曲線は一意に定まる． 

 

5.5 数値例題 

 5.4 節において提案した同定手法の妥当性を確認するため，シミュレーションにより得ら

れた時刻歴加速度応答を計測データとみなした数値例題を実施する． 

システム同定は推定対象の現時点における性能把握を行うため精度が求められる．また

非線形性を有する場合，諸条件による影響が同定精度に関わると考えられる．そのため，

様々な条件における本同定法の精度を明らかにする． 

5.5.1 項は外周構面のみを有する多層モデルについて，入力波の種類，推定周波数範囲，

ノイズによる影響について検討する．5.5.2 項は内部構面を有するモデルに対し，同様の検

討を行う． 

 

5.5.1 外周構面のみを有する多層モデル 

 対象モデルは，図 5.4 に示す外周構面のみを有する 3 層柔床多構面モデルとし，履歴則及

び減衰定数を設定した上で応答解析を行い，それから得られる結果を観測データと見なす．

本同定では，応答解析により得られた各層・各通りにおける応答加速度のみを入力データと

して用い，各構面ごとの層せん断力および床の面内せん断力を直接推定する．得られた推定

復元力と応答変位を用い履歴曲線を作成する． 

各層・各通り上における鉛直構面要素及び各層の水平構面要素の諸元を表 5.1 に示す．せ

ん断ばねの履歴特性は基本型である Bilinear 型（移動硬化）とし，減衰特性は初期剛性比例

減衰とする．1 次固有振動数に対する減衰定数を 0.02 とする．また，初期剛性に対する降伏

後の剛性比は鉛直構面，水平構面ともに 0.4 とし，鉛直構面の降伏変位は 0.01(m)，水平構

面の降伏ひずみは 0.01 とする（降伏ひずみを小さくした場合の例は後述する）．入力地震動

は El Centro 1940 NS 波を入力波ケース(a)とし，入力波による精度検証のため，兵庫県南部

地震 NS 波，および El Centro NS 波の最大応答加速度と合わせるよう振幅調節をした八戸

NS 波を入力波ケース(b), (c)として用いる．なお地動入力方向を表す x 軸からの入射角度は

30 度とした． 

基本の解析ケースとして，表 5.1 に示す諸元を用い，周波数帯設定におけるサンプリング
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周波数の兼ね合いより 20 秒ごとの時刻歴応答波形データ（加速度）により推定を行う．特

に断らない限りこの設定（振動データが 40 秒の場合，0-20 秒，20-40 秒の時刻歴応答波形

データ）を用いる．なお，本モデルにおける観測点は各層床の対角線上の 2点および地動水

平 2方向の計 14 点である．また対象モデルの各層の固有モード形状を図 5.5 に示す． 

 

    
  (a) 全体図 (b) 水平構面 

図 5.4  3 層 1×1 スパンモデル 

 

表 5.1 モデル諸元 

 
 

  

0

2

1

3

4

5

6

0 21

0

2

x1-side
frame

y1-side frame

x2-side
frame

xL

yL

x1-side frame x2-side frame

y2-side
frame

y1-side
frame

(a)

Vertical frame stiffness

kx(kN/m)

1F

y1 y2

2F

y1 y2

3F

y1 y2

3500 2000 2500 2000 3500 2000

ky(kN/m)
x1 x2 x1 x2 x1 x2

3000 2500 3000 2500 2500 2500

(b)

Floor stiffness Floor type x1 x1 x2

Gk

kN/(rad*m)
flexible

type
1F y1 300 2F y1 250 3F y1 300

(c)

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

3 story 0.4[ 1] 2x
xL  [ 1] 2y

yL  32 10
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(a) x 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 中図: 2 次モード 下図: 3 次モード） 

 

 
(b) y 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 中図: 2 次モード 下図: 3 次モード） 

図 5.5 対象モデルの固有モード形状（左図より 1F, 2F, 3F） 
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(1) 周波数範囲の設定について 

 構面の層せん断力をフーリエ展開により近似表現するにあたり，対象の周波数範囲を設

定する必要がある．図 5.6 に示す入力加速度と，各構面における応答加速度のパワースペク

トルおよびクロススペクトルの比を参考に，周波数範囲を 0-9Hz とし，周波数間隔を 0.05Hz

とする．全ての構面に対し同条件を適用する． 

 

  
 (a) y1_1F 構面  (b) y2_1F 構面 

  
 (c) x1_1F 構面  (d) x2_1F 構面 

図 5.6 パワースペクトルとクロススペクトルの比 (参考) 

 

(2) 入力波ケース(a): El Centro 1940 NS 波における同定 

 基本解析ケースとして，表 5.1 の諸元の条件下で，図 5.7 に示す El Centro 1940 NS 波を入

力する． 

 提案手法により推定した鉛直構面の層せん断力および床要素における面内せん断力を図

5.8 に示す．また同定精度の検証のため，応答解析により導出した変位データを横軸とした

履歴曲線の同定値と真値の比較を図 5.9 に示す．なおグラフは，左から 1F, 2F, 3F における

構面とする． 

各層，各通りの鉛直構面における履歴曲線の推定値は真値とある程度一致することがわ

かる．また水平構面における推定に関しても，鉛直構面ほどではないものの一定の精度が確

認された． 

一般的には，建物の加速度データのみ観測されることが多い．そのため，現実的な処理を
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想定して，応答加速度データを積分して得られた変位データを横軸とした履歴曲線を図 5.10

に示す． 

鉛直構面に関わる層間変位 [ ]yl
Wxiy は，次のように表される． 

 [ ] [ ] [ ]
1

yl yl yl
iWxi iy u u   (5.44) 

一方，水平構面に関わる水平せん断ひずみ [ , ]xj yl
Fiy は，次のように表される． 

    [ , ] [ ( 1)] [ ] [ ( 1)] [ ]
[ ] [ ]

1 1xj yl y l yl x j xj
Fi i i i iyl xj

y x

y u u v v
L L

     (5.45) 

図 5.9，5.10 より，2F, 3F 水平構面における水平面ひずみの積分誤差が 1F 水平構面と比較

し大きい．この要因として，1F 水平構面要素に関する偏心量が 2F, 3F 水平構面と比較して

大きいため，式(5.45)の対面構面の変位差が大きく誤差の影響が少なくなることが考えられ

る． 

 

 

図 5.7 El Centro 1940 NS の加速度波形 
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(a) 水平構面 x 軸せん断力 1F 

 
(b) y1 通り鉛直構面 1F 

 
(c) y1 通り鉛直構面 2F 

図 5.8 真値と推定面内せん断力及び層せん断力 (El Centro NS) 

y1-side frame

 [ 1] [ 1] [ 1, 1] [ 1][ 1] [ 1]
1 1 1 11 2

cosy y x y yy y
gx Fx xWx Wx

m u Q m yQ Q    

y
x

y1-side frame
[ 1]

2
y

WxQ

[ , ]
1

xj yl
FxQ

[ 1]
1

y
WxQ

[ ] [ ]
1 1

yl ylm u

exact
identified

[ , ]
1

xj yl
FxQ

[ 1]
1

y
WxQ

[ 1]
2

y
WxQ
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.9 同定結果 (El Centro NS)（横軸: 応答解析による変位） 

exact
identified
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.10 同定結果 (El Centro NS)（横軸:積分手法により導出した変位） 
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(2-i) 周波数範囲の検討 

 各構面のせん断力を近似表現するにあたり，対象とする周波数範囲を設定する必要があ

る．この周波数範囲設定を変更した場合の推定精度の検証を行う． 

周波数範囲が拡大するに従い，計算負荷は増大する．特に前節において述べた 

1Θ A B    2 2

1 1

( ) ( ) , ( ) ( )
t t

T T

t t t t

t t t t
 

  A H H B H Z  

において，未知係数ベクトルであるΘ を導出するためには， ( ) ( )T t t H H の一般逆行列を計

算する必要がある． 

未知係数ベクトルをΘ とする線形連立方程式 AΘ Bにおいて，係数行列Aがフルラン

クではなく，解が多数ある．そのため本アルゴリズムにおいては，これらの解のうち，最小

二乗最小ノルムの解を，一般的に用いられる手法である特異値分解を用いたムーア-ベンロ

ーズの一般逆行列（渡辺ら 1989）により導出した．この手法により係数行列Aの一般逆行

列を求めると，それは推定対象の周波数範囲及び入力波の時間刻みを変更しない限り同一

であるため，他のモデルにおいても利用できる．しかし演算機器のメモリの都合上，広範囲

の周波数域を推定するのは困難である． 

そのため，広範囲の周波数域設定の場合は，最小二乗最小ノルムの解を直接導出した． 

図 5.11 に，1 層目の各通りにおける層せん断力について，その近似結果の指定周波数範囲

ごとの精度検証を示す． 

周波数範囲の設定は以下の通りとし，周波数刻みは 0.05Hz とする． 

(i) 1-5 次固有振動数部を用いた推定結果 

(ii) 0-2Hz の周波数範囲設定における推定結果 

(iii) 0-5Hz の周波数範囲設定における推定結果 

(iv) 0-7Hz の周波数範囲設定における推定結果 

(v) 0-9Hz の周波数範囲設定における推定結果 

(vi) 0-15Hz の周波数範囲設定における推定結果 
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 (i) 1-5 次固有振動数  (ii) 周波数範囲 0-2Hz (iii) 周波数範囲 0-5Hz 

 

 (iv) 周波数範囲 0-7Hz  (v) 周波数範囲 0-9Hz (vi) 周波数範囲 0-15Hz 
(a) x1_1F 構面 

 

 (i) 1-5 次固有振動数  (ii) 周波数範囲 0-2Hz (iii) 周波数範囲 0-5Hz 

 

 (iv) 周波数範囲 0-7Hz  (v) 周波数範囲 0-9Hz (vi) 周波数範囲 0-15Hz 
(b) x2_1F 構面 

 
図 5.11 周波数範囲を変更した場合の同定結果の比較 (El Centro NS) 

  



104 
 

 

 (i) 1-5 次固有振動数  (ii) 周波数範囲 0-2Hz (iii) 周波数範囲 0-5Hz 

 

 (iv) 周波数範囲 0-7Hz  (v) 周波数範囲 0-9Hz (vi) 周波数範囲 0-15Hz 
(c) y1_1F 構面 

 

 (i) 1-5 次固有振動数  (ii) 周波数範囲 0-2Hz (iii) 周波数範囲 0-5Hz 

 

 (iv) 周波数範囲 0-7Hz  (v) 周波数範囲 0-9Hz (vi) 周波数範囲 0-15Hz 
(d) y2_1F 構面 

図 5.11 周波数範囲を変更した場合の同定結果の比較 (El Centro NS)（続） 
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(2-ii) データ範囲の検討 

推定に用いるデータ範囲を変更し，周波数分解能を向上させた場合における精度検証を

行う．検証対象のデータ範囲は 30 秒とする． 

図 5.12 は，周波数範囲及び時間刻みは同じ条件の下で，周波数刻みのみを向上させた場

合の推定値と基本ケースの比較である．これより，データ範囲を増大させても精度の改善

は確認されない． 

 

  1F 2F 3F 

 
(a) x1 通り鉛直構面 

 
(b) x2 通り鉛直構面 

 
(c) y1 通り鉛直構面 

 
(d) y2 通り鉛直構面 

図 5.12 周波数刻みを変更した場合の同定結果の比較 (El Centro NS) 

exact
identified
range 30s
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(2-iii) 大きい偏心モデルの検討 

図 5.13 の力の釣り合いの模式図で示すように，鉛直構面の層せん断力に比べ，水平構面

における面内せん断力は小さい．方程式に寄与する水平構面に関する要素は，下図に示す

ように対面構面における変位差を用いており，鉛直構面内の要素の層間変位に起因する力

とのオーダー差が大きくなっていると考えられる．このため，本項においては，対面構面

における変位差を増加させるため偏心量を増加させたモデルを用いた検証を行う． 

解析モデルは，表 5.2 に示すような y1 通り構面側が極端な高剛性であるとし，水平構面

ひずみを増大させる．他の条件は基本ケースと同一とし，固有モード形状を図 5.14 に示

す． 

図 5.15，5.16 に，偏心が大きな解析モデルと基本解析モデルの推定面内せん断力の比較

を示す．また，図 5.17 には，横軸を応答解析による変位データを用いた履歴曲線を示す． 

これより，水平構面の面内せん断力の増大及び精度の向上が確認される．一方，鉛直構

面の同定精度は基本解析モデルと比較すると低下するといえる． 
 

  
図 5.13 力の釣り合いの模式図と作用する力の時刻歴 

 
表 5.2 大きな偏心の解析モデル諸元 
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kx(kN/m)

1F
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y1 y2

3F
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35000 2000 35000 2000 35000 2000

ky(kN/m)
x1 x2 x1 x2 x1 x2

2000 2000 3500 2000 2000 2000

(b)

Floor stiffness Floor type x1 x1 x2

Gk

kN/(rad*m)
flexible

type
1F y1 300 2F y1 300 3F y1 300

(c)

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

3 story 0.4[ 1] 2x
xL  [ 1] 2y

yL  32 10
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(a) x 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 中図: 2 次モード 下図: 3 次モード） 

 

 

 
(b) y 軸方向の固有モード（上図: 1 次モード 中図: 2 次モード 下図: 3 次モード） 

図 5.14 対象モデルの固有モード形状（左図より 1F, 2F, 3F） 
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.17 同定結果：大きな偏心モデルの解析ケース (El Centro NS) 
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(3) 異なる入力波による同定（入力波ケース(b), (c) ） 

 基本解析ケースである表 5.1 の諸元の条件下で，図 5.18 に示す Kobe Univ. NS（Hyogoken-

Nanbu 1995）波および振幅調整した Hachinohe 1968 NS 波を入力する． 

入力波ケース(b): Kobe Univ. 1995 NS：履歴曲線は 0-40s の範囲とする． 

入力波ケース(c): Hachinohe 1968 NS：履歴曲線は 0-60s の範囲とし，El Centro NS 波の最

大応答加速度と合わせるよう振幅調整を行う．両入力波ともに時間刻みは 0.02 秒とする． 

提案手法により求められた鉛直構面の層せん断力および水平構面の面内せん断力を図

5.19，5.20 に示す．応答解析により求めた変位データを用いた履歴曲線の，同定値と真値の

比較を図 5.21，5.22 に示し，応答加速度の積分から導出した変位データを用いた履歴曲線の

同定値と真値の比較を図 5.23，5.24 に示す．なお，グラフは左から 1F, 2F, 3F における構面

とする． 

これらの検証から，入力地震波の違いによりある程度の同定精度の差異が見られるもの

の，入力波ケース(a)と同様の傾向が確認された． 

 

 
入力波ケース(b) Kobe Univ. 1995 NS 波の加速度波形 

 

 
入力波ケース(c) Hachinohe 1968 NS 波の加速度波形 

図 5.18 時刻歴波形：入力波ケース(b), (c) 
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(a) 水平構面 x 軸せん断力 1F 

 
(b) y1 通り鉛直構面 1F 

 
(c) y1 通り鉛直構面 2F 

図 5.19 面内せん断力及び層せん断力の真値と推定値 (Kobe Univ. 1995 NS) 
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(a) 水平構面 x軸せん断力 1F 

 
(b) y1 通り鉛直構面 1F 

 
(c) y1 通り鉛直構面 2F 

図 5.20 面内せん断力及び層せん断力の真値と推定値 (Hachinohe 1968 NS) 
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.21 同定結果 (Kobe Univ. 1995 NS)（横軸:応答解析による変位） 

exact
identified
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.22 同定結果 (Hachinohe 1968 NS)（横軸:応答解析による変位） 

exact
identified
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.23 同定結果 (Kobe Univ. 1995 NS)（横軸: 積分手法による変位データ導出） 
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.24 同定結果 (Hachinohe 1968 NS)（横軸: 積分手法による変位データ導出） 
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(4) ホワイトノイズを付与した場合における同定結果について 

 観測値にノイズが含まれている場合を想定し，同定精度への影響について考察を行う．各

自由度の応答加速度データに対し，それぞれ独立した 0.075-150(rad/s)のホワイトノイズを付

与し提案手法により推定を行う．なお，ノイズレベルは，各自由度波形の RMS 値に対する

ノイズの RMS 値の割合により表し，その値を 5%とする． 

 検証は基本解析モデルを対象とし，入力波ケース(a): El Centro 1940 NS 波，入力波ケース

(b): Kobe Univ. 1995 NS 波，入力波ケース(c): Hachinohe 1968 NS 波（前節と同様の振幅調整）

を用いる．図 5.25 は入力波ケース(a)における同定結果である． 

 真の履歴曲線と比較し，ある程度の形状の変化が見られるが，ノイズを付与する前の同定

結果と比較し大きな変化はなく，ノイズによる影響が少ないことが確認された．この要因の

一つとしては，周波数関数として近似する際の周波数範囲設定がローパス・フィルターとし

て高周波ノイズを除くためであると考えられる． 

またノイズ付与した応答加速度に対し，特異値分解を用いた低ランク近似手法を用い，ホ

ワイトノイズを低減し同定精度の向上を図る．図 5.26，5.27，5.28 は，入力波ケース(a), (b), 

(c)における同定結果である． 

ノイズ除去前と比較して，大きな変化は確認されない．この要因は，低ランクによる近似

手法は相関性のある波形を抽出するアルゴリズムであるため，非線形性が強い対象に用い

た場合はホワイトノイズを認識できないためであると考えられる． 
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.25 ノイズによる精度比較 (El Centro NS)（横軸:積分手法による変位データ導出） 

exact
identified
5% noise
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.26 ノイズ除去による比較 (El Centro NS)（横軸:積分手法による変位データ導出） 

exact
5% noise
denoise
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.27 ノイズ除去による比較 (Kobe Univ. NS)（横軸:積分手法による変位データ導出） 
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  1F 2F 3F 

 
(a) 水平構面 

 
(b) x1 通り鉛直構面 

 
(c) x2 通り鉛直構面 

 
(d) y1 通り鉛直構面 

 
(e) y2 通り鉛直構面 

図 5.28 ノイズ除去による比較 (Hachinohe NS)（横軸:積分手法による変位データ導出） 
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5.5.2 内部構面を有する柔床多層モデル 

 本項では，内部構面を有するモデルに対する同定精度の検証を行う．対象モデルは，図

5.29 に示す x 方向 2 スパン, y 方向 2 スパンの単層多スパンモデル，及び 2 層多スパンモデ

ルとし，モデルの諸元を表 5.3 に示す．解析モデルは，前項の多層モデルと同様に，せん断

ばねの履歴特性は基本型である Bilinear 型（移動硬化）とし，減衰特性は初期剛性比例減衰

（1 次の減衰定数 0.02）とする．また，初期剛性に対する降伏後の剛性比は，鉛直構面，水

平構面ともに 0.4 とし，鉛直構面の降伏変位は 0.01(m)，水平構面の降伏ひずみは 0.01 とす

る．入力地震動は，入力波ケース(a): El Centro 1940 NS 波，(b): Kobe Univ. 1995 NS 波，(c): 

Hachinohe 1968 NS 波（El Centro 1940 NS 波の最大応答加速度と合わせるよう振幅調整）と

し，地動入力方向を表す角度は 30 度とする．なお，本同定では，20 秒分の時刻歴応答波形

データ（加速度）を用い，特に記載がない限り，アルゴリズムの精度を明らかにするため応

答変位は応答解析データを用いる． 
 

(1) 周波数範囲の設定について 

 構面のせん断力を近似表現するにあたり，対象の周波数範囲を設定する．図 5.30 は入力

加速度と各構面における応答加速度のパワースペクトルとクロススペクトルの比である．

この値を参考に，周波数範囲を 0-7Hz，周波数分解能を 0.05Hz とし，両モデルの全ての構

面に対し同条件を適用する．なお，各モデルの固有モード形状を図 5.31 に示す． 
 

 
 (a) 単層多スパンモデル  (b) 2 層多スパンモデル 

図 5.29 2×2 スパンモデル 

 
 (a) y1_1F 鉛直構面 (b) y2_1F 鉛直構面 (c) y3_1F 鉛直構面 

図 5.30 伝達関数(参考値) 2 層モデル(ii) 
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表 5.3 モデル諸元 

(i) 単層多スパンモデル 

 
(ii) 2 層多スパンモデル(y2 通り構面のみ低剛性) 

 
(iii) 2 層多スパンモデル 

 
  

(a)

Vertical frame stiffness

kx(kN/m)

1F

y1 y2 y3

3500 2500 2000

ky(kN/m)
x1 x2 x3

2500 2000 2500

Floor stiffness Floor type x1 x2

(b)
Gk

kN/(rad*m)
flexible

type
1F

y1 400 400

y2 350 350

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

(c) 1 story 0.4
[ 1] 2x
xL  [ 2] 2x

xL 
[ 1] 2y
yL  [ 2] 2y

yL 
32 10

(a)

Vertical frame stiffness

kx(kN/m)

1F

y1 y2 y3

2F

y1 y2 y3

3500 2500 3500 3500 2000 3500

ky(kN/m)
x1 x2 x3 x1 x2 x3

3500 3500 3500 3500 3500 3500

Floor stiffness Floor type x1 x2 x1 x2

(b)
Gk

kN/(rad*m)
flexible

type
1F

y1 400 400
2F

y1 400 400

y2 400 400 y2 400 400

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

(c) 2 story 0.4
[ 1] 2x
xL  [ 2] 2x

xL 
[ 1] 2y
yL  [ 2] 2y

yL 
32 10

(a)

Vertical frame stiffness

kx(kN/m)

1F

y1 y2 y3

2F

y1 y2 y3

3500 2500 2000 2500 2000 2500

ky(kN/m)
x1 x2 x3 x1 x2 x3

2500 2000 2500 2500 2500 2000

Floor stiffness Floor type x1 x2 x1 x2

(b)
Gk

kN/(rad*m)
flexible

type
1F

y1 400 400
2F

y1 400 400

y2 350 350 y2 350 350

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

(c) 2 story 0.4
[ 1] 2x
xL  [ 2] 2x

xL 
[ 1] 2y
yL  [ 2] 2y

yL 
32 10
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(a) x 軸方向の 1 次, 2 次, 3 次固有モード（単層多スパンモデル） 

   

 (b) y 軸方向の 1 次, 2 次, 3 次固有モード（単層多スパンモデル） 

図 5.31 対象モデルの固有モード形状 
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(c) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（2 層モデル y2 通り構面のみ低剛性） 

 

(d) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（2 層モデル y2 通り構面のみ低剛性） 

 

(e) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（2 層モデル y2 通り構面のみ低剛性） 

 

(f) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（2 層モデル y2 通り構面のみ低剛性） 

図 5.31 対象モデルの固有モード形状（続き） 
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(g) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（表 5.3(ii) を用いたモデル） 

 

(h) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（表 5.3(ii) を用いたモデル） 

 

(i) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（表 5.3(ii) を用いたモデル） 

 

(j) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（表 5.3(ii)を用いたモデル） 

図 5.31 対象モデルの固有モード形状（続き） 
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(2) 単層多スパンモデルの同定 

 単層多スパンモデルに対し，表 5.3(i)の条件下で，入力波ケース(a), (b), (c)を用いる． 

提案手法により推定した鉛直構面の層せん断力および床要素における面内せん断力を図

5.32 に示す．また，応答解析により得られた変位データを用いた履歴曲線の同定値と真値の

比較を図 5.33，5.35，5.36 に示す． 

5.2.2 項と同条件のホワイトノイズを付与した加速度データを観測値とした場合について，

せん断力の推定結果と積分手法により導出した変位データ用いた履歴曲線を図 5.34 に示す． 

これより，単層多スパンモデルにおいても入力波による大きな差異はなく，水平構面要素

は鉛直構面要素と比較して精度は若干劣るものの，一定の同定精度を有することが確認さ

れた．これは多層型モデルにおける検証と同じ傾向である． 

 

 

 

 
図 5.32 推定面内せん断力及び層せん断力 (El Centro NS) 
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 (a) 水平構面(x1y1)  (b) 水平構面(x1y2) 

 

 (c) 水平構面(x2y1)  (d) 水平構面(x2y2) 

 

 (e) x1 通り鉛直構面 (f) x2 通り鉛直構面 (g) x3 通り鉛直構面 

 

 (h) y1 通り鉛直構面 (i) y2 通り鉛直構面 (j) y3 通り鉛直構面 

図 5.33 同定結果 (El Centro NS)（横軸:応答解析による変位） 
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 (a) 水平構面(x1y1)  (b) 水平構面(x1y2) 

 

 (c) 水平構面(x2y1)  (d) 水平構面(x2y2) 

 

 (e) x1 通り鉛直構面 (f) x2 通り鉛直構面 (g) x3 通り鉛直構面 

 

 (h) y1 通り鉛直構面 (i) y2 通り鉛直構面 (j) y3 通り鉛直構面 

図 5.34 ノイズによる精度比較 (El Centro NS)（横軸:積分手法による変位データ導出） 
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 (a) 水平構面(x1y1)  (b) 水平構面(x1y2) 

 

 (c) 水平構面(x2y1)  (d) 水平構面(x2y2) 

 

 (e) x1 通り鉛直構面 (f) x2 通り鉛直構面 (g) x3 通り鉛直構面 

 

 (h) y1 通り鉛直構面 (i) y2 通り鉛直構面 (j) y3 通り鉛直構面 

図 5.35 同定結果 (Kobe Univ. NS)（横軸:応答解析による変位） 
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 (a) 水平構面(x1y1)  (b) 水平構面(x1y2) 

 

 (c) 水平構面(x2y1)  (d) 水平構面(x2y2) 

 

 (e) x1 通り鉛直構面 (f) x2 通り鉛直構面 (g) x3 通り鉛直構面 

 

 (h) y1 通り鉛直構面 (i) y2 通り鉛直構面 (j) y3 通り鉛直構面 

図 5.36 同定結果 (Hachinohe NS)（横軸:応答解析による変位） 
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(3)  2 層多スパンモデル (一軸偏心モデル) 

 2 層多スパンモデルに対し，表 5.3(ii)の条件下で，El Centro 1940 NS 波を入力する． 

 提案手法により推定した鉛直構面の層せん断力，および床要素における面内せん断力を

図 5.37 に示す．また，応答解析により得られた変位データを用いた履歴曲線の同定値と真

値の比較を図 5.38，5.40，5.41 に示す． 

基本ケースの応答加速度値にノイズが含まれない条件においては，各層，各通りの構面

における履歴曲線の推定値は正解値とある程度一致するが，低剛性として設定した y2 通

りにおける鉛直構面の同定精度は低い． 

5.2.2 項と同条件のホワイトノイズを付与した加速度データを観測値とした場合につい

て，推定結果および積分手法により導出した変位データ用いた履歴曲線を図 5.39 に示す．

これよりノイズによる影響は少ないことが確認された． 

 

 

 

  

図 5.37 推定面内せん断力及び層せん断力 (El Centro NS) 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.38 同定結果 (El Centro NS)（横軸:応答解析による変位） 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.39 ノイズによる精度比較 (El Centro NS)（横軸: 積分手法による変位） 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.40 同定結果 (Kobe Univ. NS)（横軸: 応答解析による変位） 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.41 同定結果 (Hachinohe NS)（横軸: 応答解析による変位） 
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(4)  2 層多スパンモデル (二軸偏心モデル) 

 2 層多スパンモデルに対し，表 5.3(iii)の条件下で，El Centro 1940 NS 波を入力する． 

 提案手法により推定した鉛直構面の層せん断力および床要素における面内せん断力と，

応答解析により得られた変位データを用いた履歴曲線について，その同定値と真値の比較

を図 5.42 に示す． 

基本ケースの応答加速度値にノイズが含まれない条件においては，各層，各通りの構面に

おける履歴曲線の推定値は正解値とある程度一致するといえる． 

 

(4-i)  床せん断剛性の検討 

剛床および水平構面の一部が柔床である場合の検証として，表 5.4 に示す諸元を用いて推

定した結果を図 5.44，5.45 に示す．なお，図 5.43 は各モデルの固有モード形状である． 

剛床モデルにおける鉛直構面要素の推定精度は，柔床モデル時と比較して及ばないもの

の，一定の精度を有することが確認される．しかし，水平構面要素における同定は真値と大

きく異なる．この原因として，設定した降伏ひずみの値が大きく関係すると思われるため，

水平構面要素の降伏ひずみを小さくした場合について後述する． 

また，同一平面上におけるスパンごとに分割された水平構面のうち，一部のみ面内せん断

剛性が低い柔床モデルを対象とした場合，鉛直構面要素および柔床要素は同定可能である

一方，剛床要素に関する推定が困難であるといえる． 

 

表 5.4 床せん断剛性の検討のためのモデル諸元 

 

  

(a)

kx(kN/m)
2-axis 

eccentricity
1F

y1 y2 y3

2F

y1 y2 y3

3500 2500 2000 2500 2000 2500

ky(kN/m)
x1 x2 x3 x1 x2 x3

2500 2000 2500 2500 2500 2000

Floor stiffness Type x1 x2 x1 x2

(b)
Gk

kN/(rad*m)
rigid 1F

y1 4000 4000
2F

y1 4000 4000

y2 3500 3500 y2 3500 3500

(c)
Gk

kN/(rad*m)
flexible
(part)

1F
y1 4000 4000

2F
y1 4000 4000

y2 4000 300 y2 4000 300

Number of 
stories

Plan size (m) Nodal mass (kg)
Rigidity reduction 

rate

(d) 2 story 0.4
[ 1] 2x
xL  [ 2] 2x

xL 
[ 1] 2y
yL  [ 2] 2y

yL 
32 10
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.42 同定結果 (El Centro NS)（横軸:応答解析による変位） 
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(a) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（剛床） 

 

(b) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（剛床） 

 

(c) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（剛床） 

 

(d) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（剛床） 

図 5.43 対象モデルの固有モード形状 
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(e) x 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（一部柔床） 

 

(f) x 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（一部柔床） 

 

(g) y 軸方向の 1 次, 2 次固有モード（一部柔床） 

 

(h) y 軸方向の 3 次, 4 次固有モード（一部柔床） 

図 5.43 対象モデルの固有モード形状（続き） 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.44 同定結果 (El Centro NS) 
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 (a) 水平構面(x1y1_1F)  (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
 (e) 水平構面(x1y1_2F)  (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
 (i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
 (m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
 (q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.45 同定結果 (El Centro NS) 
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(4-ii) 床の降伏せん断ひずみを小さくした場合の検討 

床の降伏せん断ひずみを 0.01 から 0.001 と小さくした場合の結果を図 5.46 に示す．床の

降伏せん断ひずみを 0.01 とした場合には，床の水平構面は弾性域にとどまり塑性化しない

ため．正解値と異なるものとなっていたが，0.001 と小さくした場合には早期に降伏するた

め，正解値と比較的良好に対応する結果となっていることが理解される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



144 
 

 
(a) 水平構面(x1y1_1F) (b) 水平構面(x1y2_1F) (c) 水平構面(x2y1_1F) (d) 水平構面(x2y2_1F) 

 
(e) 水平構面(x1y1_2F) (f) 水平構面(x1y2_2F) (g) 水平構面(x2y1_2F) (h) 水平構面(x2y2_2F) 

 
(i) 鉛直構面(x1_1F) (j) 鉛直構面(x1_2F) (k) 鉛直構面(x2_1F) (l) 鉛直構面(x2_2F) 

 
(m) 鉛直構面(x3_1F) (n) 鉛直構面(x3_2F) (o) 鉛直構面(y1_1F) (p) 鉛直構面(y1_2F) 

 
(q) 鉛直構面(y2_1F) (r) 鉛直構面(y2_2F) (s) 鉛直構面(y3_1F) (t) 鉛直構面(y3_2F) 

図 5.46 床の降伏せん断ひずみを 0.001 と小さくした場合の同定結果 (El Centro NS) 
 

 

exact
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5.6 まとめ 

本章においては前章の手法を拡張し，柔床を有する立体骨組についての非線形システム

同定法を提案した．また複数の解析モデルを用いて理論の妥当性の検討を行った．ここで

は，地震応答解析により得られた応答加速度データを観測値とする数値例題を実施し，推

定精度の検証を行った．以下に要点を示す． 

(1) 柔床モデルを対象とした非線形性を考慮した同定法への拡張を行った．前章の推定対

象は各構面における剛性及び減衰係数としたが，本手法は各通り鉛直構面における層せん

断力及び水平構面における面内せん断力を推定対象とする．以下に特徴を示す． 

・同定に必要な入力値は応答加速度値のみとし，初期値や履歴特性の仮定を必要とせず，

各構面のせん断力を一括に推定する． 

・推定対象であるせん断力を周期関数として近似により表現する． 

・同定アルゴリズムにおける近似の都合上，真値のせん断力が長周期成分を多数含む若し

くは一定の加力を受けている場合，推定誤差が大きくなると考えられる． 

 

(2) 数値例題により提案した手法の検証を行った．入力地震波の違いによりある程度の精

度の差異が見受けられるが，非線形システム同定の妥当性が確認された．以下に知見を示

す． 

・鉛直構面要素と比較し水平構面要素の同定精度は安定しない． 

・各通りの構面間の変形量が小さい程，水平構面の面内せん断力の同定精度が低下する傾

向がある． 

・入力波の特性による同定精度の大きな変化は確認されない． 

 

(3) 観測値に対しホワイトノイズを付与した検証を行い，一定の精度を保つことが確認さ

れた．以下に知見を示す． 

・周期関数への近似がローパスフィルターとして作用するため，ノイズの影響が減少する

と考えられる． 

・ノイズの影響が少なく，また非線形性の強い応答データ間において相関性が小さいた

め，前章において用いたノイズ除去処理法は効果が薄い． 

 

(4) 多スパンモデルの検証を行い，一定の同定精度が確認された．以下に知見を示す． 

・一部のみ低剛性鉛直構面を有するモデルを対象とした場合，低剛性鉛直構面要素の同定

精度は低下する． 

・水平構面が剛であるモデルを対象とした場合，水平構面要素の同定は困難である．一

方，鉛直構面要素に関しては問題なく推定可能である． 
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・同一平面状におけるスパンごとに分割された水平構面のうち，一部のみ面内せん断剛性

が低い柔床モデルを対象とした場合，鉛直構面要素および柔床要素は同定可能である一

方，剛床要素に関する推定が困難である． 

・床の降伏せん断ひずみを 0.01 とした場合には，床の水平構面は弾性域にとどまり塑性化

しないため．正解値と異なるものとなるが，0.001 と小さくした場合には早期に降伏す

るため，正解値と比較的良好に対応する． 
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６章 結論 

 

 本論文では，剛床仮定が成立しない建築構造物の健全性を調べるためのシステム同定問

題において，床の面内剛性を考慮した弾性および弾塑性立体建築構造物の地震観測結果を

用いた方法を展開することを目的として，最小二乗法に基づく鉛直構面と水平構面（床面）

の剛性や減衰係数の物理パラメター同定手法を展開した．本論文の成果を以下に示す． 

 

第１章では，建築構造物の剛性，減衰，復元力特性等の力学特性の地震動観測結果を利用

したシステム同定に関する研究分野の研究動向を調査し，現状の問題点を明らかにした．ま

た，研究目的を述べるとともに，本論文の構成を示している．建築構造物のシステム同定の

研究分野においては，比較的安定した特性を有するモーダルパラメター同定と損傷同定分

野や制振分野などでその進展が強く求められている物理パラメター同定，およびそれらを

組み合わせたものが存在することを述べ，物理パラメター同定においては有力な研究がそ

れほど多くないことを示している．また，非線形復元力特性に対する研究もその復元力特性

タイプが限定されたものが多く，モデルタイプを限定しない一般的な同定手法が強く求め

られていることを明らかにしている． 

 

第２章では，床の面内剛性が無限大である剛床仮定が成立する立体骨組構造物モデルに

ついて，床の対角線上の２点における水平２方向の地震時観測結果から，水平２方向の複数

の鉛直構面の剛性と減衰係数を同時に同定する一括最小二乗法に基づく方法を提案してい

る．本手法の特徴は，剛性偏心位置などの情報を前もって与える必要がないことと，全層の

剛性と減衰係数の同時同定が可能である点である．実際の地震時観測結果の代わりに，複数

の記録地震波に対する応答解析により求めた加速度データを用いて提案手法の精度とノイ

ズに対する精度低下の影響を明らかにしている．尚，物理実験による提案手法の検証につい

ては，４章の振動台実験において実施している． 

 

第３章では，床の面内せん断剛性が有限である場合について（剛床仮定が成立しないモデ

ル），床の対角線上の２点における水平２方向の地震時観測結果から，水平２方向の複数の

鉛直構面の剛性と減衰係数を同時に同定する一括最小二乗法に基づく方法を提案している．

実際の地震時観測結果の代わりに，複数の記録地震波に対する応答解析により求めた加速

度データを用いて提案手法の精度とノイズに対する精度低下の影響を明らかにしている．

数値解析の結果，鉛直構面の剛性・減衰の同定精度に比べて水平床面の同定精度が低下する

傾向にあることを明らかにしている．その原因として，鉛直構面の層剛性同定で用いる層の

上下の水平変位はある程度大きいのに対して，床面の面内せん断剛性の同定で用いる隣接

鉛直構面の相対変形量が小さくなる傾向にあることを示している．また，ノイズによる同定

精度の低下を抑制するために特異値分解を用いた方法を提案している．尚，物理実験による
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提案手法の検証については，４章の振動台実験において実施している． 

 

第４章では，第３章と同様に，床の面内せん断剛性が有限である場合について（剛床仮定

が成立しないモデル），振動台を用いた模型実験を実施し，上記提案手法の検証を行ってい

る．試験体は土台，柱(鋼棒)，梁(ばね鋼)，天板(アクリル板)，ノード部(鋼製)より構成され，

床の面内変形が各鉛直構面の力学特性の同定に及ぼす効果を考慮可能な構造である．実験

で用いた試験体の鉛直構面および水平床面のせん断剛性の比較値を求めるために静的な実

験を行い，得られた結果からそれぞれの剛性を特定する方法を展開している．また，提案同

定手法の本実験結果への適用を可能とするために，ノイズを除去する方法を用いている．提

案同定手法は，ここで対象とした限定された範囲ではあるが，剛性については数パーセント

程度の誤差で，減衰については少し大きな誤差を含む範囲で同定が可能であることを示し

ている． 

 

第５章では，第３，４章と同様に，床の面内せん断剛性が有限である場合について（剛床

仮定が成立しないモデル），床の面内せん断力時刻歴および各鉛直構面の層せん断力時刻歴

をフーリエ展開により近似表現し，そのフーリエ係数から床の面内および鉛直構面の非線

形復元力特性を同時に同定する一括最小二乗法に基づく同定法を提案している．提案手法

では，鉛直構面数を上回る数の床上の点における水平 2 方向の応答加速度データを用いて

おり，非線形復元力特性のタイプなどの仮定を行うことが不要である点や，フーリエ級数展

開における項数の限定（高次項はノイズの一部と見なし得ると仮定）がノイズ除去効果の役

割も果たす点が大きな特徴である．本論文では，バイリニアー型の復元力特性の場合の例を

示しているが，定式化はそのような仮定を必要としないため，今後は他の復元力特性の場合

についても精度検証を行う予定である． 

 

第６章では，本論文で得られた成果を要約している． 
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